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「小史」干1行にあたって

理事長 植村 工治

昭和43(1968)年 、東海再処理工場計画の安全性をめぐる漁業界と原子力業

界 との見解の朗齢を、科学的かつ冷静に対処すべく、全国漁業協同組合連合会

は、全国六県の漁連代表を含む海外調査団を派遣、欧州の状況を精査の上、当

時の日本原子力産業会議 との間で真剣な折衝を重ねました。その結果、原子力

施設の沿岸における、漁業の放射能安全を確証 し、且つ東海沿岸に集中立地さ

れている原子力施設からの温排水を含む 「排水」の安全確認 と、温排水利用に

よる養魚の事業の可能性を、漁業者の立場で確認するため、水産庁専管の公益

法人として設立されたのが、当 (財 )温水養魚開発協会であります。

その後今 日まで40年近くにわた り、放射能安全については主として科学技術

庁からの政府委託費で、原子力施設からの温排水による養魚試験については、

事業収入 と民間関係者からの受託調査収入により、各界からの協力の下、役職

員一丸となって使命の完遂に努力 して参 りました。すなわち、再処理を含む原

子力施設からの排水の放射能安全は十分に確保 されている事、温排水利用の養

魚については、適切な魚種の選定と設備 。技術上の手法により、安全な事業 と

して成立可能である事を、確認することが出来ました。

このほど当協会の目的・役割がほぼ達成 されえたものと判断致 し、役員会な

らびに関係省庁の同意 。ご了解を得て、解散の手続きを完了いたしました。

この際あらためて、当協会の運営に暖かく協力 して頂いた各界各位ならびに

長 く副理事長 として補佐いただいた山内静夫氏はじめ役員の皆様、限られた条

件のもとで努力した職員諸氏に、厚 く感謝いたします。

このほど、当協会の設立と活動の概要を 「小史」として刊行 し、ご参考に供

することといたしました。なお本書は、当会の創立以来常務理事 (非 常勤)を

務めた森一久氏に取 りまとめを委嘱したものであります。
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温水養魚開発協会の沿革と成果

第一章

は じめ に

温水春魚開発協会の沿羊と茂呆

当協会は約 4ё年前、深刻な対立状況にあつた原子力関係者 と水産関係

者とが、これを大局的に打開すべく真倹」な話 し合いを重ねた末、創立

された極めてユニークな類を見ない組織であつた。ここに設立の経緯

を振 り返ることは、このような先人の卓見を回顧するとともに、エネ

ルギー・食糧、さらに地球環境問題に対する今後の取 り組みにも大き

な示唆を与えるに違いない。すなわち、時代を動かすような深刻な課

題が浮上する時は必ず、官民の間のせめぎあい、官の 「縄張 り争い」、

また民間の中での異業種間で意見が食い違 うような状況が生起する。

それを政治や経済の力関係だけで、解決あるいは回避・妥協すること

で乗 り切れるような時代は、もはや去ったと思われる。

いま、国家や地球の将来を左右 しかねない、このような重大な長期的

課題に如何に対処しまた向き合 うかに思いをいたす時、当協会の誕生

とい う大決断を果たした叡智は、危機に立つ 日本にとつて、かけがえ

の無い教訓1であるに違いない。

なお当協会は、単に原子力発電所温排水による養魚事業の実現可能性

や沿岸漁業の放射能安全を実証するための事業を遂行 したばか りでは

なかつた。例えば、全国各地で始まつた原子力・火力の温排水利用施

・
設一一 その目的は発電所の広報から漁業者への種苗供給、成魚の育成

等々様々であるが一一 その間の情報交換、さらにいわば相互の、研鑽

あるいは鼓舞の場 として 「発電所温水利用協議会」を立ち上げ、その

幹事役 としても活動 してきた。このような、当協会が果たしてきた役

割の中にはt日 本の沿岸漁業の振興 と安全確保のため、今後もしかる

べき方法で継続 して欲 しいものもあると考えられる。

こ
薔
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第一章

1)設立に至る険 しい道

昭和30年、被爆国日本が平和利用の着手をめぐる国を挙げての議論の末、平和

厳守と自主・民主 。公開の三原則を定めた 「原子力基本法」を制定し、原子力

の研究開発利用が官・学・民それにマスコミの挙国的な支持の元で開始された。

それから十年近 くの間は、原子力について、立地の選定も、また関連諸法制の

決定から予算確保すべてが、国会でも自民党から共産党まで、満場一致、反対

皆無 とい う状況で進められた。沿岸立地の原子力発電所も、引く手あまたの状

況が続いていた。

このような情勢に変化の兆 しが出たのは、昭和38(1963)年 中部電力が二重県

芦浜に原子力発電所の立地を計画 した時のこと。地元漁協は、原子力発電所か

らの温排水がハマチ等の養殖に悪影響を及ぼす恐れありとして、頑 として交渉

にも応 じなかった。これは当時としては原子力関係者には勿論、一般からも異

様な行動のように受け取られた。国会もそのような世論を背景に、早期決着を

めざし超党派で対応、中曽根康弘を団長に自民党から共産党までの国会議員団

が 「なぜ国策に協力 しないのか」 と説得すべく、現地に船で上陸しようとした

が、反対の漁船群に追い返 されてしまった。当時の雰囲気から、首謀者は検挙

され、実刑判決が確定 したが、 「や りすぎでは」とい う声さえないような状況

だった。(な お、後に中部電力は結局この立地を撤退 した)

この頃から、世界的な環境問題の重視や石油コンビナー ト等の公害問題が浮上

したこともあり、沿岸漁業者は原子力発電所の立地に厳 しい態度で臨むように

なった。そ して各地で厳 しい立地交渉が繰 り広げられた。その主要な争点は、

放射能問題よりむしろ、専ら温排水の影響問題であったが、電力・漁業者の度々

のせめぎ合いは、影響についての相互理解は出来ないままに、個々のケー不は、

「補償金」を積み上げるとい うようなや り方で解決 していた。こうして原子力発

電の立地については何とか、電力会社 と沿岸漁業とはテーブルにつけるような、

いわば一種の小康状態が続いていた。
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温水養魚開発協会の沿革 と成果

再処理計画の登場

しかし昭和40年浮上した動力炉・核燃料開発事業団 (当 時)の東海村における

核燃料再処理工場計画。これに対 しては、従来原子力にあれほど積極的だった

茨城県も、同漁連も真つ向から反対。その上、当時この計画には電力業界もむ

しろ不賛成 とい う有様で、頓挫 しかねない状況であつた。その時 日本原子力産

業会議 (原産)では、核燃料再処理は当面の状況に甘んじて 「面倒なことは外

国」とい うのは間違いであり、やはりその本質について漁業者の理解を得て進

めるべしと決めた。原産の橋本清之助代表常任理事は、 (内務省当時から)旧知

の全国漁業協同組合連合会 (全漁連)の安藤孝俊会長に直談判を申し入れた。

会談当日の模様を描写すれば、次ぎのようにむ しろ険悪なものだった。安藤会

長には池尻文二常務 (後 に会長)が、原産からは森が随行。両者の延々たる主

張の応Ellは、森にも忘れ難い思い出である。「原子力は従来の産業とは違い、予

見できる危険を最初から考え対策を講 じてやつています。再処理もしかり。再

処理は核燃料を最大限利用 し、廃棄物も軽減する技術の出発点。 日本も原子力

をやる以上必ず物にしなければならない。原子力はエネルギーの、水産は食糧

の、日本 自立の 「要」。科学的に冷静に話 し合えば、共存共栄とて、不可能 とは

言えぬ。」とかき口説 く橋本。「そ うかも知れぬが、いままで産業がどれだけ日

本の沿岸で汚染の限 りをしてきたことか。原子力だけは別 と言つても、信 じろ

という方が無理だ」とそつぽを向く安藤。

「ならば、日本には未だ再処理施設は無いから、欧州で稼動中の施設を漁業者の

日でよく調べてください。 日本でも安全にやれる物かどうか評価 して、賛成・

反対を決めてくれ。」といささか尻をまくった感 じの橋本の提案。「出かけるな

んて、金もかかる」と安藤。 「それは何 とか 。・」と橋本。「業界の世話になる

など、とんでもないこと」。 ・ 。鼻白みながら、宙を見つめる橋本。

その時池尻が初めて口を開いた。「本当に科学的にダメなら、再処理を諦めます

か」。橋本 「国のためにやつていること、日本では安全に出来ないと科学的に証

明されるならば、方針転換は当然のことだJと 答える原産側。

すでに三時間近 くも経過 したとき、安藤 と池尻は顔を見合わせて、 「今 日はこ
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れ位にして

った。

」と立ち上がり、さしもの激しい渡り合いの会合はお開きとな

調査団派遣に全漁連の決断

半ば諦めかけていた森のところに、池尻から電話が来たのは二日後のこと。「漁

業者として本格的に調べるため(茨城県漁連に全国の各県漁連幹部を加えて構

成する 「調査団」を欧州に派遣 して、自主的に結論を出したい。旅費・滞在費

は当然当方負担 とするが、各国の施設訪間の手配あるいは通訳その他、につい

て原産は協力してくれるか ?・ ・」

こうなれば原産も引き受けないわけにいかないが、電力の原子力関係者が東海

再処理工場に消極的な状況では、無理 してでも通常の予算から捻出せ ざるを得

なかつた。

昭和42年 9月 、水産庁、科学技術庁 (科技庁)、 放医研の担当者に森が随行して、

浜田正 (日 本水産資源保護協会 (水資協)会長)を 団長に、全漁連池尻常務理事、

茨城県漁連から小幡会長 ら5名 、それに二重 。鹿児島・島根の県漁連の役員各

一名の、14名 からなる原子力施設環境問題漁業者調査団が、全漁連 と水資協 と

の 「共同派遣Jで、欧州へ出発 したのであつた。 (調査団の構成、日程は66γ 68

頁に)

調査団は昭和42年 10月 2日 から2週間にわた り、英、仏、ベルギー三国の 8施

設に国際原子力機関IAEAを訪問、沿岸海域への影響 と対策を中心に、安全確保

のための技術的・制度的要件を具さに調査 した。 (当調査団の現地での対応につ

ぃてはこ65頁参照)

画期的な結論

その結論は、同調査団報告書の冒頭の 「統一見解」 (資料編62頁)にあるが、こ

れは調査団の幹事役の池尻が、帰路の機中で執筆、回覧 。議論 して全団員の了

解を得たもの。

そこには、特に次の二点で、それまでの漁業界のみならず 日本全体の認識を超

こ

彊

錮
「

ョ

「．
ｄ
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温水養魚開発協会の沿革 と成果

えた、欧州各国の 「実態」を浮き彫 りにするものであった。即ち、

①「再処理」は欧州ではすでに環境保護 と両立する近代産業として確立しつつ

あること、を確認 したが、それ と同時に、実に多面的な、事前の準備 と対

策が周到になされた上でのことである。 日本の状況は、これに比 し、事前

の対策は無いに等 しい。

②環境安全面にとどまらず、漁業を含む既存産業と新 しい原子力産業との間

の共生についての政府の施策は、さすが欧州の叡智を反映してか、予想を

超えて徹底 している。例えば、水産物の安全を監視する仕事は、原子力推

進側ではなく水産 。食料の責任官庁が担当している。 さらに例えば、英国

は、沿岸漁業国としては日本の数十分の一にすぎないに拘わらず、既に運

転中の原子力発電所 (ハ ンタース トン)で実際に温排水を利用 してヒラメ

の養殖試験を行っている。 (こ れには調査団一同も驚きを禁 じえなかった一

-46頁写真参照)

この結論 と見解が発表され、所要の施策の実施につき、全漁連 と原産が政府に

強力に働きかけた。その結果、茨城県那珂湊に放射線医学総合研究所 (放医研 )

支所が新設 され、水産物の放射能安全を集中的に研究する体制の一つが軌道に

乗つた。

水産庁の出番を求める

上記調査団の確認 したもう一つの重要なポイン トは、これ らの国では、安全確

認の制度や研究体制が、計画推進狽1と は分離 。独立している点である。当時の

日本では農林省 (水産庁)が原子力への関与に消極的だったこともあり、原子

カエネルギー関係でも、推進も規制も同じ省庁 (通産省 と科学技術庁)が管轄

してお り、これも基本的に改めるべきことを、全漁連側が主張し、また原産も

各省庁に働きかけたのであった。例えば先の放医研の那珂湊研究所設立の際も、

全漁連は 「水産庁の所管であるべ しJと 主張し、せめて科技庁 と水産庁の共管

に出来ないかと一時は紛糾 した。全漁連内で議論を重ねた末、池尻専務 (当 時)

は、「科技庁は科学的に公正な判断を行 う役所 と考えてよいのではないか」と提

乳
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第一章

案 し、水産物の放射能安全を研究する那珂湊研究所は科技庁所管で設置される

ことに同意 した。この規制 と推進の「分離」の考え方が日本で議論の俎上に乗つ

たのは、これが初めてである。

一方、原産が岩上二郎知事 とともに進めていた米軍水戸射爆場の返還にも日鼻

が立ってきて、茨城県の再処理工場への感触は和 らいできた。 しかし、同漁連

の反対は、在来産業の沿岸汚染の歴史 との連想がその根底にあるだけに、原子

力側が安全重視の対策を採るだけでは、容易に収まる状況になかった。

自ら安全検証ヘーー水産庁専管の組織

そこに浮上 したのが、 (先 の調査団の英国での温排水利用にヒン トを得て)東海

沿岸には原子力発電所もあるのでその温排水利用試験を行えば、全国各地の原

子力発電所での温排水養魚の企業化の可能性を実証できるし、同時に再処理施

設の排水の安全もチェック出来る、とい う構想である。全漁連 と原産は、この

構想について夫々の業界の同意を取 り付けた。 (こ の地域の原子力施設一覧は21、

22頁にある)

―方茨城県漁連では温水養魚試験には積極的であっても、再処理立地への反対

は依然強く、あまり放射能研究と明確に関係付けては、この養魚池建設計画そ

のものも頓挫 しかねないとい う情勢であった。また (財)原子力安全研究協会で

は、本州沿海 (の何処か)で再処理工場を運転する場合、放射能安全を確保す

るには、どの魚種 と放射性元素とを科学的にチェックすればよいかを研究する

ため、多くの分野の専門家で 6分科会総勢80人 からなる「海洋放出研究特別委

員会」 (海放特、委員長三宅泰雄、主要委員に田島英二、檜山義夫、佐伯誠道、

市り|1龍 資ら)を立ち上げたが、ここでも 「東海村のデータ」を使 うわけに行か

ず、太平洋沿岸の海流・魚介類の 「平均」と説明するなどして検討・評価を進

めるような状況であらた。

そこで、当協会は 「温水養魚開発協会」とい う名称 とし、二大 目的 {放射能安

全の確証と温水養魚の企業化試験)の、後者のみを大きく掲げて、茨城県漁連

の支持を得てスター トを切つたのである。

-8-
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温水養魚開発協会の沿革 と成果

この間、設立準備会合の当日朝、理事長に予定されていたさきの団長浜田正が

急逝するとい う出来事もあつたが、関係者は気を引き締め、政府委託による放

射能調査の受け皿 としては、とりあえず水資協で実施 しながら、設立手続きを

進めた。原研 (当 時)か ら、原電東海発電所のす ぐ隣の土地を借地、そこに約

3,000ピ の池、その うち三分の二を電力出費による池、残 り三分の一を政府出資

で、建設 と決まり、協会の設立を急いだ。そして昭和47(1972)年 6月 に協会

は産声を挙げることが出来た。

ここでも、漁業者の安全に関わる本協会は、水産庁の 「専管」とした。当然 と

いえば当然だが、その後一貫 して科技庁が、他省庁専管のこの協会に、30年余

に亙 り委託費を支給 し続けたことは、やはり立派な事と言ってよいであろう。

と同時に、茨城県漁連は設立当初から、当時総務課長の篠崎道雄氏 (後 に県漁

連会長)力 中`心に、一貫して事毎に助力を続けた。

初代の理事長は藤田巌 (大 日本水産会会長、水資協会長)、 次いで及川孝平など

全漁連幹部が務めたが、協会が原子力と沿岸漁業の架け橋 としての地歩を固め

た昭和60年以降は、全漁連会長 自らが理事長を務めるのを慣行 とし、今 日に至

っている。創立20年 の記念誌の冒頭には、協会設立の原動力であつた池尻文二

(時の全漁連会長)が 、当協会理事長 として 「ごあいさつ」を載せている。

養魚池と関連施設の敷地は、原研の北端、隣の原電東海発電所に接 した約3,000

坪を、原研 との共同研究として、無償で使用できることになつた。使用水は、

東海発電所からの温排水ならびに自然海水が中心だが、中断を避けるため原研

で運転中だった動力試験炉JPDRか らも政府資金で取水管を引いて暫時温排水を

利用した。 (しかし同炉はまもなく出力増加のための改造で運転停止となつたり

して、同炉からの温水はほとんど利用できなかつた)。

先駆者としての温水協一一海生研の誕生

このようにして、協会は両業界の虐、の合つた取 り組みを開始 したが、もう一つ

の難問、すなわち漁業者の温排水の悪影響への懸念は未解決のまま続いていた。

それに大きな一石を投 じたのが、昭和50年 の全漁連会長及川氏の 「温排水影響

東海

:の原

:理施

この

121、

)反 対

=画そ

:会 で

三保す

iす る

1号り委

i道、

1行か

]を 進

寸能安
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第一章

を科学的・客観的に解明する中立的研究所を設立せよ」とい う提言。新聞各紙

の一面を飾ったこの 「提言Jがキツカケとなつて、生まれたのが 「(財 )海洋生

物環境研究所」 (海生研)である。これは、及川提言を受け、また温水協の活動

に感動 した電力界の大御所木川田一隆氏が 「必要資金は全額電力が出し、研究

は一切水産側に任せたい」とい う申し入れに端を発 し、わずか半年で誕生した。

海生研は、いわば温水協の 「巨大な弟分」なのである。

安藤 孝俊 橋本清之助

及川 孝平 池尻 文二

2

一一二・・
　

´
´
ヽ
　

一一　

　

一一一一
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罰各紙

毎洋生

つ活動

,研究

した。

温水養魚開発協会の沿革と成果

2)四十年に及ぶ活動のハイライ ト

関係者の協力を得て、施設整備 も進み (施設 。設備の一覧と配置図などは次頁

以降に)、 この新 しい仕事の要員の確保に取 り組んだが、その第一号として、広

島大学水産学科大学院前期を卒業 したての、床嶋純孝が入所 し、翌年、中野良

志 (日 本大学水産学科卒、不幸にも平成 8年作業中に殉職)が

次いだ。続いて施設整備 と共に横須賀幸正 (県立那珂湊水産

高校卒)、 鈴木浩 (同 )が加わるなど、順次拡充 していつたが、

そのすべての人が一途に、この仕事に打ち込んできた。因みに

床嶋は停年まで東海事業所長をつとめ、また横須賀・鈴木は、

解散時には夫々東海事業所の所長・部長として、仕事を完遂

したのである。

中野 良 志

試行錯誤を重ね続けた「温水養魚試験」

当協会の手がけた 「養魚試験」の目的は明確であつた。つまりその頃から各地

の原子力発電所排水などの安全性への理解を深めるために設けられ始めたもの

と違い、また単に温水で魚が早く成長することを実証するだけではない。いわ

ば 「玄人」の漁業者の関心はそんな自明なことではなく、原子力発電所からの

温排水 (それのエネルギーは発生エネルギーの 2/3に 当たる)を利用 して魚

を育てることが、商業的に果たして 「事業」として成立し得るかどうか、それ

を見極める事は、 日本の沿岸漁業の将来に極めて有意義だとい う、その事にあ

った。

だから、市場や餌料の動向を考えた うえで、如何なる魚種が、この東海沿岸で

の養魚試験に適 しているか、まずその議論が、田中二良・農水試部長を委員長

に、茨城県漁連の提案を元に始まつた。先ず 「チダイ」。これはこの海域の水温

では大きく育たないが、温水で大きくして 「東海名産 。鯛の浜焼」と売 り出し

たらと夢は広がった。次いで 「朝鮮ハマグリ」。韓国から輸入 して大きくする、

将来は温水で稚貝から育てて売るとい う構想。いずれも「餌はタップリある」

ｔ
鷺
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第一章

とい う話で、この両案は、かなり検討 したが、チダイは桐密養魚に適さず、屋

根のある当会の養魚池では色が真っ黒になることが判明、それに餌料の市況も

変化 して、ついに 「東海名産 。鯛の浜焼」は、日の目を見なかつた。ハマグリ

も供給と餌料に見通しが立たず、計画を諦めた。 (後者は後に大洗町沿岸で企業

化が成功 している。)

次に、鰻は温水養魚に最適だが、日本ウナギは海水に適 さず、若 しこの池で剛||

致出来たとしても、稚魚が稀少で高価である。そこで、そのころから、海水ヘ

の適性も良いヨーロッパ・ ウナギは、空輸 してもそれほど高価でないと判断さ

れ、また車エビは小規模でも採算可能なので、これ らを主魚種 とすることとし

た。生産 された鰻は間屋へ卸 し、車エビなどは東京の築地中央市場 (42頁 に写

真)へ出荷を続けた。 さらに、ウナギは年に4回、車エビは年に数回を地元の

顧客にも販売した。

もともと原子力施設 と放射能の問題は一般にはなかなか理解 されにくいのに、

原子力施設の直ぐそばで生産された魚が、築地市場で 「マル温」なる屋号 (そ

のマークを裏表紙に掲げてあるが)で何の問題もなく流通 してきた事は、当協

会の養魚事業が水産関係者の発意と責任でおこなわれ、原子力への 「理解促進」

といったことには関係なく続けられたためであろう。

この養魚場は設立以来特に見学者を誘致 したことは無いけれ ども、全国の漁業

者の関心は高く、特に原子力発電所の候補地になつた立地の漁業者は、先ず密

かに 「本当に原発は大丈夫かね」と訪ねてくるのもしばしばであつた。 (後述 )

そのときの対応は、 (実際忙 しいので)決 して愛想のいいものではなく、見学者

が仲間内の気持で気楽に、綺麗 とはいえない池の中をのぞきこみ 「魚は熱や放

射能で死なないのかい」と聞く漁業者連に、職員はそっぽ向いて 「そんなこと、

あるわけ無いだろ」と仕事の手も体めない。このような素つ気ない応対が去口っ

て、漁業者の原子力発電への理解に寄与 した結果 となつたのである。当協会は

本来原子力の広報を目的としないだけに、関係者に積極的に説明したこともあ

ま り無いが、特に、青森県六ヶ所村に民間の大型再処理工場の立地が提案 され

た時には、地元漁業者の大多数は東海再処理工場のそばにある当協会のこの養

-12-
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温水養魚開発協会の沿革 と成果

魚場を視察 したようであり、そして再処理に対する「同意」の腹を決めたとい

われている。

筆者も原子力のお偉方を何人か案内したが、その汚さにあきれ、「電力に言つて

せめて説明のパネル位つけたらどうかJと ご親切な言葉もあつたが、後に政府

の援助もあり訪問者への説明用の小屋を建て、パネルなどを設置 したのは、創

立後16年 を経た昭和63年のことであつた。

ウナギから始まった営業努力

当協会は財団法人 といつても、関係者からの研究委託金もあつたが、主体は養

魚試験での稼ぎである。またそ ういつた努力こそが、「養魚試験Jの原動力でも

ある。ウナギは当初kg当 り1,600円位で値段・需要とも安定 し、海水への適性も

よく、高密度養殖の技術もピ当り46kgま で進み、順調に売 り上げが伸びた。平

成 1～ 2年度には出荷量40t、 売 り上げ5,000万円を超え、一息ついたこともあ

った。 しかし各地の養鰻場の生産が増え、台湾等からの安価な輸入品におされ

て、卸値は低下の一途をたどつた。職員が腕を磨いて、自らウナギを串焼き用

に調理 して、原研・動燃 。原電の職員の家庭用に売 り出すなどの努力も続けた。

平成15年度からは自家生産ウナギが無 くなったため日本 ウナギを購入 して塩分

馴致試験を行つた後に販売 した。 しかし、数年前から海外からの不良品も話題

になり、ウナギの卸値は再び急上昇、kg当 り2,500円 も超えてきたので、平成 18

年 3月 には少量ながら再び稚魚を入れた。

50  52  54  56  58  60  62  1   3   5   7   9  11  13  15  17

ウナギの出荷量推移
(年度)

ｔ

鷺

０

４０
　

３０
　

２。
　

１０

出
荷

量
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(年度 )

この間、後述の放射能影響調査の対象 となる魚種―一チダイ・アワビ・クルマ

ェビ ,イ シガレイ・スズキ・ヒラメ・クロソイ・クロダイ 。マダイ・コタマガ

イ・ヒラツメガニ等―一の生産 。飼育の経験を積み、それを養魚試験にも相互

に生かしながら、養魚事業を続けたわけであるが、魚群の体質強化・防疫にも

細心の努力を重ねた。 しかし、なんと言っ:て も、飼育水の清浄を保つのが最優

先で'あ り、それには常に魚の排泄物を取 り除くとい う仕事、とくに池に入つて

シャベルでの除去がものを言 う。気を抜けば、直ぐ水質は低下して、魚はそれ

だけ弱 り、病気にもかかりやす くなる。誠に根気の塊のような仕事を、所長も

所員:も 補助員も分け隔てなく、寒い冬も池に入 り、ひたす らに汚物を取 り除く

とい う努力の積み重ねが、いずれの魚種についても、養魚試験の成果 と売 り上

げに直接反映したわけである。

ヒラメ中心に移行

ウナギの価格低下が続き、kg当 り数百円となつては、餌代も出なくならた。そ

れまで試験を重ね、種苗の入手と自家生産の見通 しがついたところで、平成元

年頃からヒラメを主魚種にしていつた。ヒラメはウナギに比べ、水温 と水質に

繊細。 しかし売 り上げの伸びは期待以上で、平成10年には4,000万 円になつた。

一方発電所側のカルキ誤量投入や、 日立港側からの淀み海水の流入があり、そ

の影響もあつてか、自点病・エ ドワジェラ症を発症 し、大量斃死が起きた りし

て一喜一憂、その都度、関係者の協力もあり、何 とか切 りぬけた。 しかし平成

販
売
金
額

噸

輔

出

朋
一囃

Щ

司
・朧
Ｌ
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温水養魚開発協会の沿革と成果

に入るころから、射爆場跡地での大規模な常陸那珂港の建設により、東海沿岸

の海況に変化が生 じ、護岸が部分的に崩壊する等、広域的に見て二帯海域の水

流が変わり、水質にも変化が起きていると思われる。それに加え、平成10年 3

月31日 に東海発電所が営業運転を終えて解体することとなり、そのため温排水

取水は、営業運転中の東海第二発電所からの取水に切替えたが、東海発電所の

取水路からの自然海水の取水に際 しては、運転時の循環中の海水は取れなくな

った。そこで、関係者の協力もあつて比較的安価な小型ポンプ20台 を並列配置

して、東海第二発電所の定期検査等の停止時や夏場における自然海水取水時に

は、水路内の上層水の取水につ とめ水質の改善を行つた。このような努力にも

かかわらず、平成18年夏には病気によるヒラメの大量斃死が発生して、協会の

養魚部門の経営危機が一気に深刻化 した。

仮にもう一度関係者に格別の協力を要請 してでも、設備などの改修を行い、現

状の海水状況に適応 した新魚種のホシガレイを生産することで、養魚事業の継

続も考えられたが、その実現の見通しも不確実であつた。

(円 )

6000

5000

平  4000
均  3000
単  2000
価

1000

0
14 15 16 17 18

(年度 )

12345678910111213
ヒラメの平均単価推移

なお、クルマエビは、昭和48年度より試験を開始 した。種苗は主に山口県から

購入した。6月 に種苗を放養すると11月 頃から出荷が始まる。クルマエビは昼間、

砂に潜つているため泳 ぐ姿が見えない。夕方に餌を撒いておくと夜、砂から出

てきて餌を食べる。脱皮を数回繰 り返 しながら成長 し、生産では 1～ 2 kg/どで

あった。昭和51年度 と59年度には600万 円前後の売 り上げがあつたが、昭和62年

度からは200万 円ほどであつた。

Ｌ

犠
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(十万円)
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クルマエビの販売金額推移
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(年度 )

ホシガレイは平成18年 2月 から生産を開始 した。種苗は販売業者から購入 した

が、成魚は市場価格もよく、 l kgを 超えるサイズになると1万 円の値がついた

こともある。成長はヒラメよリスローであるが、国が小さく目が飛び出ていて

可愛い顔で性格温和、飼育が容易 と所員も期待 していたOしかし協会の解散が

決ま り、平成19年 5月 に、残つていた約1.8tを 100万 円ほどで出荷 したのであ

った。

養魚試験事業の総括

しかしながら、もともと我々の養魚場は、すでに運転中の原子力発電所の隣に

設置したものであり、与えられた条件のもとで、企業努力と関係者の協力で、

その目的を達成 してきたOすなわち、ウナギ 。ヒラメをはじめ、原子力発電の

温排水による養魚 とい うものが 「商業的に実現可能」とい うことを明確に立証

し、多くの技術的成果一一魚種別の温度適性のデータや高密度飼育のノウハウ、

ヒラメなどの新種開発など一―を挙げてきたO茨城県の県魚にもなつているヒ

ラメは常磐沖に広範囲に分布する。当協会では親魚から卵を取 り孵化させ、種

苗生産、中間育成、成魚 と成長させ、また、その親魚から卵を取ることを繰 り

返 してきたOま た、茨城県栽培センタ~か らの委託により中間育成して海に放

流する事業にも参加 した。別記の放射能安全の仕事 と合わせ、当協会の目的は

一応達成したとヽ役員会が判断した所以でもある。

なお、当協会の経験から得 られた教訓のうち、周辺の海況 との関連について付

言しておきたい。この養魚地は当初、(第一)東海発電所が沖合い500mの海底か

４０

　

２０

　

０

販
売
金
額
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温水養魚開発協会の沿革と成長

ら取 り込んだ海水を利用できた。今から約50年前の当時は、この沖合いの深層

水も沿岸近くの海水も、広大な太平洋の一部 とほぼ同じ水質であったろう。 し

かしその後、沿岸の産業開発 とそれに伴 う沿岸工作物によつて、海水の 「質」

は微妙に変化 したに違いない。 (言 うまでも無 く、用水はすべて念入 りに浄化 さ

れてお り、物理・化学的にはほとんど変化は無い)

すなわち当協会の養魚池の経験は、全国のその後に立地された原子力発電所で

の、自然海水状況 とは違 う、この海域の沿岸で得 られた特殊なものである。 と

はいえ、沿岸における温水養魚の対象魚種の選定に当たつては、この面からの

配慮が必要とい うことを示している、貴重な経験と思われる。

放射能影響調査の実績

多数の原子力施設が集中的に設置 されている東海沿岸で、海水の放射能安全を

チェックするとい う重要な仕事を設立当初から継続 してきた。 しかし茨城県漁

連が再処理工場の受け入れの態度を明確にしたのは、少 し後のことであつたの

で、政府委託費を受けながら、地道に進めた。イシガレイ 。チダイ・クロダイ・

ウナギ、それに貝類ではアワビ・コタマガイその他クルマエビ 。アオサなどを

放養 。飼育し、砂泥、飼育海水 とともに、放射能沢1定 を行つた。初めのころの

分析核種としては、セシウム137・ セ リウム144・ マンガン54・ コバル ト60の γ

分光分析であつた。いずれも、各種原子力施設の排水の影響は見られず、漁業

者の懸念を払拭 して行 くこととなつた。

昭和58年 には漁業界の要請もあり、全国20ヵ 所に及ぶ全原子力発電所沖の20km

辺 りで捕獲 した魚や底土の放射能安全を確認するとい う、「海洋環境放射能総合

評価事業」が、科技庁 。通産省の委託で開始された。当協会の放射能調査の委

託費も、若千趣旨が異なるままに、その一環に組み込まれ、「温排水で飼育した

海産生物の放射能調査および評価Jと して、今 日まで続けられてきた。

温水養魚からの必要もあり、飼育海水の放射能等は常時沢1定が行われてきてお

り、当初から職員は常にポケベル (後 には携帯電話)を所持 して、警報受信時

には駆けつけるとい う体制をとつてきた。当番制になつていても、常時気の抜
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第一章

けない天職 と観念 してきた。実際に夜間に異常値が知 らされて駆けつけたこと

もあり、直ちに工場側 と連絡を取 り、安全を確かめたことも何度かあった。い

ずれも「事故」とい うような出来事ではなかつたが、このような原子力事業者

との一種の 「緊張関係」の存在は、真の信頼を生むとい う意味でも、やはり極

めて大切なことであろう。

科技庁の委託を受け行つてきた放射能調査では、温排水等により前記の様な多

くの海産生物を飼育 して放射能を分析 して来た。その結果の概要は、下図の通

りで、昭和61年 4月 のチェルノブイ リ事故ではるか飛来 した放射能を除き、ほ

ぼ日本周辺の海産生物 と同じレベルであり、特に異常は観沢1さ れなかつた。な

お砂泥や飼育海水にも放射能の異常はなかつた。

昭和61年 4月

チェルノブイリ事故

――――――鳳 ――― ___― ―――――~― ―――――――――――――――――――――

昭和59年 62 平成 i尼年  3    6    7    9    11    13

クロダイ、ウナギのセシウム137濃度

漁業関係者の高い関心を受けて

当協会東海事業所は、原子力発電所、再処理施設、研究炉等多くの原子力関連

施設が立地されている東海村の沿岸で運営されていること、創設以来、原子力

発電所からの温排水の海産生物への放射能測定も実施 していること、更に温排

水を活用 して養魚を実施 し、その生産物を通常のルー トにより市場に出荷 して

２
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温水養魚開発協会の沿革 と成果

いること等により、原子力施設設置予定地区等から漁業者をはじめ関係者の見

学は多数にのぼっている。その対応の雰囲気は前記の通 りであるが、特に、昭

和49年度から56年度には青森県からの見学来場者が比較的多かった。また、フ

ランス、イギリス、アメリカ、東 ドイツ、西 ドイツ、ソ連など各国から視察団

が来場 した (主に養魚専門家 )。 昭和61年度からは (社)茨城県原子力協議会と

も連携を取 り、原研等施設見学会バスコースの設定のもとに、組織的に対応 し

た。

(人 )
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第二章

第二章 施設 0月 水の径緯と各事業の総覧

1)施設と試験用水

施設の概要

① 施設立地とその変遷

当協会の東海事業所は、茨城県東海村の (元)原研東海研究所 (以 下、原研 と

い う)構内の北端、日本原子力発電株式会社東海発電所のすぐ南に設置された。

(炉心からの距離は約 150m。 設置時に「放射能管理区域」から外 してもらつた。)

この発電所は沖合い500mま で海底に敷設された配管によつて冷去「用水を取水し、

発電所 (電気出力16.6万 kw)の運転中はタービン冷却に使用し、その温排水 (自

然海水よりほぼ 7℃温い)は沿岸に排水 している。温水協の養魚池は、その自然

海水・温排水の一部 (約 3%)を利用 して仕事を始めたわけである。 (平成 10年

3月 同炉が営業運転を停止 した後は、温排水は110万 kwの 東海第二発電所から取

水 した。)

原研には 3基の研究炉のほか安全試験炉など、各種の放射線を伴 う施設で幅広

い研究が行われている。さらに原研の南側に隣接 して (元)動力炉 。核燃料開

発事業団 (以下「動燃」とい う)東海事業所があり、ここでは、再処理・プル ト

ニウムを含む核燃料関係の研究 。開発、使用済み燃料の取 り扱いを含む放射性

物質の処理・処分の技術開発などを行つている。

本協会設立のきつかけとなつた使用済み燃料再処理の試験工場は、昭和46年 6月

着工、49年 10月 完成、56年 1月 から本格操業に入つた。さらに原研・動燃の敷

地から西、国道六号線までの間には、民間の原子力産業各社が研究所や工場が

立地 している。その分布状況は図 1の通 りであり、研究炉 :臨界実験装置・核

燃料物質使用施設は22頁 の表の通 りである。

このように原研 。原電・動燃・民間各社の原子力施設あるいは放射性物質取扱

い施設は、原子力発電所の冷却水の取水・放水を始め、各種の雑排水を、規制

値以下に十分希釈 した上で、規制総量を十分下回る分量で、沿岸海域に排出し

ている。 日本の規制は諸外国より厳 しく、また放射線値のモニターも丁寧に行
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施設・用水の経緯と各事業の総覧

われているけれ ども、再処理工場からの放出量は原子力発電所より若干多く、

核種も違 うことから、漁業者から警戒の声が大きくなったわけであるこその安

全を科学的かつ客観的に保障 しようとしたことが、本協会の誕生の源であつた

わけである。

また、動燃の南側の旧水戸射爆場の跡地には、平成に入 り、火力発電所等が計

画され、それに伴 う常陸那珂港の建設工事、次いで火力発電所 (100万 kw、 2基 )

が建設され運転が始まり、少なからず東海沿岸の海流に変化をもたらしたc

なお、この東海地先海域の環境 としては、茨城県沿岸全体と同じく、親潮 と黒

潮が交差する位置にあり、その強弱によつて海況の変化が著 しいとい う特徴が

ある。

(注)上記の原研と動燃は、名称の変更などを経て、平成17年 10月 「日本原子力研究開発機

構」に一括統合され、それぞれの部門の名称に、下記のように変わっている

図 1 原子力関係事業所位置

i研 と

ここ)

[(自

自然

:10年

も 取

li冨
広

;T‐l開

・ウト

[=性

16月

F⊃ 敷

:尋 が

:・ 核

:取扱

規市1

三
=し

:に 行

|ヽ くヽ数 )日 本原子力研究開発機構

原子力科学研究所

121(独 )日 本原子力研究義発機構

核燃料サイクルエ学研究所

0 日本原子力発電(株 )

4日 立大学法人東京大学
大学院 工集系研究科原子力幕攻

5三 菱原子燃穣 株 )

o原 子燃料工果(株 )

7(財滋 物買管理センター

8ニ ュークリア・デベロップメント(株 )

9第 一化学薬品(株 )

10(株 )ジ ェー・シー・オー

11住友金属鑢山(株 )

12日本熙射サービス鏃 )

1,日本原子力発電(株 )・ 東海テラバーク

|ヽ(独 )日 本原子力研究開発機静 東海猥示鶴ツ トムワールド

1螂 ,(独 )日 本原子力研究開発機 ・テクノ交流館リコfイ

1機 (独)日本原子力研究麟発機構・インフォメーションプラザ東海

1'(社 )茨城額手力機議会・簿手力科学館

0ヽ(独)日本糠子力研究開発機構.本部

10(独 )自 本原子力研究開発機構'調6聡核融合研究所

1機、三菱マテリアメ瞑株)

(村外原子力鵜盤事業所を含む)

● は温水協東海事務所

ぶ鰈
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第二章

日本原子力研究開発機構(旧原研・動燃)の東海村 ,大洗町にある研究炉、臨界実験装置、核燃料物質使用施設

種類 設置地 名称 備考

研究炉

東海研究開発センター

原子力科学研究所

」PDR― ■ (90MW)
動力試験炉
解体済み

」RR-2(10MW) 現在解体中

JRR-3M (20MW) 基礎研究

JRR-4(35MW) 基礎研究

NSRR (23 000MW)
原子炉安全性研究炉
パルス運転時

大洗研究開発センター

」MTR(50MW) 財料試験炉

HTTR (30MW) 高温工学試験研究炉

高速実験炉「常陽」 (140MW)

臨界実験装置

東海研究開発センター

原子力科学研究所

VHTRC (10W)
高温ガス炉臨界実験
装置 現在解体中

TCA (200W) 隆水臨界実験装置

=CA (2KW) 高速臨界実験装置

3TACY (200W) 定常臨界実験装置

TRACY (5,000MW)
過渡臨界実験装置
過渡出力運転時

大洗研究開発センター DCA(lkw) 現在解体中

核燃料物質使用施設

東海研究開発センター

原子力科学研究所

核燃料サイクルエ学研究所

再処理工場

プルトニウム燃料開発室

年90トン

MOX加 工等

大洗研究開発センター

② 施設整備の経過と現状

敷地は、原研 (当 時)と の共同研究契約により、約10,000ピの無償貸し付けを

受け利用してきた。

科学技術庁からの放射能関係研究委託費による施設 (養魚池および関連施設)

は、‐当協会の温水養魚の企業化試験施設 と一体化して建設された。基本施設の

建設は、昭和47年 8月 に完了した。

当初の養魚池上屋は鉄骨とスレー トであつたが、老朽化のため昭和60年 3月 に

木材とビニール製スレー トに改修 した。取水ポシプは順番に一定期間毎に更新

し、飼育水を確保し、平成 9年度までは図 2示す通 り、温水 。自然海水ともに

―-22-
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施設・用水の経緯と各事業の総覧

東海発電所 (第一)か ら取水 していたが、同発電所は平成10年営業運転が停止

になつた。直ちに東海第二発電所からの当協会養魚池への温水供給に必要な施

設を建設、当協会に寄付 された。 自然海水は第一発電所が営業運転停止後も供

給を受けていたが、自然海水取水路内の水質変化の兆候が見られた。そこで平

成16年 10月 、自然海水取水路内のスクリーン室に、当協会が小型ポンプを並列

配置 して、取水路内の上層部の取水につとめ、水質改善を期 した。 (図 3参照)

その他、アコシー ト、塩 ビ張 りの養魚池の増設、展示池の設置等を進めるとと

もに、企業化試験の進展に合わせ、ウナギ池の改造、ウナギ用調餌室、出荷用

立て場などを設置した。

また平成元年にかけ、水産庁委託事業による小型養魚池等も整備 した。

さらに見学者の増加に積極的に対応するべく、昭和63年 には説明用の小設備を

備えた建屋を設置した。

試験用水の概要

① 試験用水の取水

試験用水のうち温水は、当初原電 。東海発電所 (ガ ス冷却炉、設備容量16.6万

kw、 通称 1号炉)に加え原研 。東海研動力試験炉 (設備容量1.25万 kw)の 2系

統から取水できる施設を設けたが、動力試験炉は調整期間が長 く、温水取水で

きない うちに廃炉となり、その後は原電だけから取水してきた。

温排水の取水施設は、原電 。東海発電所温排水路にポンプを設置 し、取水量は、

毎分18ぷ であつた。東海発電所から放水される温水の量は毎分約600ピであり、

約 3%を取水 していたこととなる。

原子力発電所は13ヵ 月に 1回運転を停止 して定期的に 2～ 3ヵ 月にわた り検査

し機器類の保守管理を行 う他、故障等のために発電所が停止することがある。

発電所停止のため温水を取水できない時および温水が飼育生物にとつて高温過

ぎる夏場は、自然海水を取水 し適温にして飼育した。

自然海水の取水施設は当初、図 2に示す とお り原研動力試験炉取水ポンプ室に

ある原電 。東海発電所取水路にポンプを設置しており、距岸約500m、 水深約10m

亀

目
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施設・用水の経緯 と各事業の総覧

表 1 施設の概要

敷地面積 :10466ぶ

①試験施設

ア 取水施設

原電温水取水ポンプ  容量18ぷ/分 場程17m

自然海水  〃      〃      15m
混合槽   〃      〃      4m

2台

2台

2台

(設置年度 )

(H13、  16)

(H6、  14)

(Hl、  4)

(H10)

(S55)

(H17)

720J   (S46)

66イ    (Hl)

一式   (Hl)
一式   (Hl)

204ビ    (S47)

温水取水配管 (F R P tt φ 400mm 580m)

自然海水配管 (F R P tt φ 400111m 8011■ )

自然海水水質改善ポンプ設備     小型ポンプ 20台

イ.試験池

委託試験池 コンクリー ト池 (10m× 6mXl.2m× 12面 )

企業化試験池

コンクリー ト池 (10m× 12m× 1.2m× 12面) 720J   (S47)
〃    (8m× 6m× 1.2m× 9面) 450メ    (S47)

アコシー ト池  (60」 × lm× 4面)    240」    (S50)

選別作業池 コンクリー ト池 (10m× 6m× 1.2m)    60ポ    (S47)

屋外貯留池 塩 ビシー ト池  (10m× 25m× lm、

10m× 20m× lm)     450J    (S54)

ウ 小型試験池 アコシー ト池  (14m× 8面)       112だ    (S63)
工.付帯設備

立場 (ウ ナギ)      (4m× 6m)       24イ   (S52)

調餌室            (4m× 7.25m)        29〆    (S52)

餌料用冷蔵庫       (容 量12t、 -20℃ )     一式   (H6)
小型冷凍冷蔵庫      (容 量 75t、 -20℃ )    一式   (H4)
自家発電機                 (245KVA、 420V、  3本目)         一式      (H4)

緊急用 自家発電機      (28kW、 200V、 3相)     一式   (H2)

淡水用井戸        (取 水量 lt/分)     一式   (H9)
曝気装置         (ブ ロワー3.加シ

/分
、3.7kW、 2台)一式   (H17)

オ.沢1定機器

放射線監視装置                     ~式    (H4)

水温 自動記録装置                    ~式    (H4)

②展示施設等

ア.展示施設 木造平家建て 1棟 (収容人員50名 )

展示水槽    (容 量540′、 2槽 )、 パネル

ビデオ、スライ ド映像装置、OHP等
イ.展示池  コンクリー ト円形池 (60ピ ×2面 )

③管理棟    鉄筋コンクリー ト1棟

Ｑ

薩
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第二章

の取水口から取つた海水の一部を取水

水量と同じく毎分18ピである。

してきた。 自然海水の取水量も温水の取

なお、試験の効率的な実施をはかるため、温水 と自然海水の混合槽を設け、適

宜飼育水温を調整 した海水毎分18ピ を試験池に供給した。

試験用水の取水量は、温水、自然海水及び混合海水の何れの場合も毎分約18ピ、

1日 当たり約26,000ぷ とほぼ一定しており、委託試験池及び企業化試験池31面 、

(2,130ピ 、約2,100パ容)の換水率をみると、 1日 約 12回 転強となる。

図3東海事業所の取水関連の平面図 (平成10年度かう)

i謝卜外訪先水口

18ぷ/m
温水 取水 ボン プ

2台

東 海 港

棘 口

日本 原 子力発 電 (株 )

コ ::「
「fヽ

1

温水取水管
.小

型ポンプ

゛

へ

ｋ

却

ヽ

砂泥採取場所

日本原子力研究所

560n、   ′.′

20台設置

f`卜す
500詠 深 10m

ポンプ自然海 水

18ポ/m
2台

太
平
洋

排

ホ

ロ

(財)温水養魚 開発協会
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施設・用水の経緯と各事業の総覧

このように、大量の試験水を用いるため、濾過、沈殿施設及び補助加温施設は

設置 していない。

東海発電所 (1号機)が平成10年 3月 31日 に営業運転を停止 したので第 3図の

ように、原電の協力で新たに温排水を取水するため東海第二発電所 (BWR設

備容量110万 kw、 通称 2号機)ツト水路から取水 した。

また、自然海水取水ポンプ起動時には原電 。東海発電所取水路のスクリーン室

に設置 した小型ポンプ20台 で海水を汲み揚げ水質の改善を行った。 (図 3参照)

② 水温

試験水の水温は、飼育生物の適水温にすることが望ましいが、当協会での水温

調整 としては、温水 と自然海水 との混合割合による一括調整であり、試験池ご

との水温調整はしていない。 したがって、飼育生物の適水温の最大公約数的な

水温である20～ 25℃ を基準として取水 している。 (図 4参照)

東海村地先の自然海水の水温は、茨城県沿岸海域がそ うであるように、親潮 (寒

流)の影響で年間を通して全般的に低い。原電 。東海発電所における自然海水の

取水水温 (距岸500m、 水深約10m)の月別平均水温をみると、最高では 9月 の

約23℃、最低では 3月 の 9℃であり、年間平均水温は約 15℃ である。特に冬期

には年変動が大きく、59年 2月 には3.5℃ にまで低下した。(58年～62年 までの

5ヵ 年の資料)(図 5参照)

このため、自然海水のみで基準水温を維持する期間は 8月 ～ 9月 までと短 く、

混合調整を含めた温水利用期間は長い。一例 として平成16年度一年間の各月各

国の飼育水の水温の最高値 と最低値を、一覧表にして、資料編 77、 78頁に記載

してある。

Ｑ

驚
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図 4 飼育海産生物適水温

水温

(℃ )

図 5 月別飼育水温 (地先水より約5℃ 高い)
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施設 用水の経緯と各事業の総覧

2)養殖の企業化試験

経緯と経験

昭和47年度から放射能影響調査 としてチダイの飼育を始めたが、同年度中に企

業化試験のための施設整備を行い、企業化試験は 1年遅れて48年度から開始 し

た。47年度の当協会設立時の養魚計画によると、対象魚種はチダイ、ハマグリ・

アワビであつた。

チダイは茨城県の特産として 1尾 3～ 5gの稚魚が地先で大量に漁獲されてお

り、当時は静岡県や二重県への種苗供給地として位置づけられていた3茨城県

は冬の低水温のためチダイの越冬ができないことと海岸線が平坦で湾や入 り江

等の養殖適地がないため、養殖は成立しなかつた。そこで発電所温排水の利用

により商品サイズまでの飼育を計画 した。 しかし、47年度には発電所の冬期の

臨時検査による温排水の停上のほか、飼育密度・成長速度・魚価等の検討によ

り陸上養殖の企業化の対象魚種には適 さないことが立証され、さらに50年 に入

ると漁獲量が激減 して稚魚も漁獲されなくなって、チダイは中止としたc

ハマグリについては40年代前半までは東海村地先で大量に漁獲されたようであ

るが47年 の養殖生産開始時には漁獲は記録 されなくなり、養殖の成立条件が消

滅 していた。

アワビは試験的な種苗生産技術がようや く安定しつつある時期で、まだ中間育

成が企業的に成立するには至ってなかつた。

そこで対象魚種の選定については改めて種苗が安定して安価に入手出来ること、

販売単価が高いこと、さらに飼育が容易であること等を条件に企業化試験の養

殖対象種を検討 した。48年度当時は天然採捕種苗によるマダイやハマチの海面

養殖は行われていたが、マダイの種苗生産はようや く大量に安定 して生産する

技術が定着 しつつある時期で一般の企業が種苗を入手することは難 しかった。

ハマチについても高度に回遊するため、飼育池の構造や面積、さらに換水量か

ら飼育密度を高めることの困難性が推定された。

クルマエビについては既に種苗の大量生産技術が確立していて、塩田跡を利用

した養殖場が瀬戸内海を中心として西 日本に多く見られていた。 さらに、鹿児

-29-
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島県水試において陸上池における高密度養殖試験が行われていた。そこで企業

化試験対象種の一つをクルマエビに決定 し、種々の方法による飼育と生産につ

いて明らかにすることを目的にして試験を開始 したgク ルマエビは販売単価が

48年 当時でkg当 り4,000～ 5,000円 (師走には 1万円近 くにも)と 高価であつた

が、夜行性のため昼間は砂に潜って生活するので生産が底面積当たりとなり、

限られた養魚池での生産量に限界があり、技術の向上によつても事業 として利

益を生み出すところまで到達 し得ないことが判明した。

次にウナギについては、50年度には収益性をより重視 して事業運営に寄与する

養殖を 目指すこととなり、発電所温水利用による陸上養魚が、養殖業として利益

を見込めることを積極的に実証するための新たな魚種 として検討を開始 した。

48049年度に静岡県温水利用センターで、加温システムではあったがヨーロッ

パウナギの飼育試験が行われていて、海水飼育の可能性が認められたので、50

年 2月 にヨーロッパ・ゥナギのシラスを20kg入手して試験を開始した。

53・ 54年度にクルマエビ用の池 (6× 10× 0.7m)を ウナギ用の池 (6× 8× 0.7m・

12× 10× 0.7m)へ改造工事を実施 したが、前提条件 として生産量の目標を30kg

/ご とし、計30t生産を見込み、事業運営に寄与することを目ざした。55・ 56・

57年度に飼育池は中央排水方式として目標を達成 したので、飼育池面積を増加

するとともに57～62年度にかけて目標を45kg/Jと してさらに増産を図つた。

しかし発電所の定期検査や臨時検査が冬期に実施 されるようになり、水温の最

も低くなる時がシラスの餌付け時期に当るため、餌付け率の低下、病気の発生、

成長の遅れや斃死による減少をまねいた。それを取 り戻すため、餌付け池の能

力を超えたシラス量を過密に放養 したが却つてシラス期の歩留まりは大きく低

下し、日標生産量に見合 う原料を確保することが出来ず増産出来なかつた。冬

期の発電所の定期検査 とあわせて、ウナギ価格の年間を通 じた低迷 と従来なら

最も価格が上昇すると思われる夏期にも下降傾向が予想 されたため、一層の努

力で増産しても事業収入は減少することが推定された。

数年間の検討を経て63年度からはウナギとヒラメの複合養殖をすることとした。

複合養殖については限られた養魚池面積のなかで、どの時期にどちらの魚種に

-30-一
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どれほどの池を害1り 振るか、その間の収入はどう推移するのか等の 3ヵ 年にわ

たる計画について検討を行つた。 ウナギについては地元での個人への販売が順

調に増加 して年間で10tほ ど出荷可能 となり小売のため価格も安定しているの

で、これ らの地元分 と若千の問屋出荷を考えて年間で20tの 生産を目標 とし、

ヒラメはウナギの減産分の15tに相当する7～ 10tの生産を目標 とした。いずれ

にしても事業収入を一定金額で維持 しながらの複合養殖への転換であるので、

ウナギを出荷 して空いた池にヒラメを放養することとして、ウナギの出荷スピ

ー ドを見ながらの飼育となつた。

3)放射能調査など

放射能影響調査

① 経緯

この調査は科学技術庁の委託によつて、当初から実施してきた。

46～ 58年度は、放射能調査委託費 「原子力施設排水の海産資源への影響に関す

る対策研究」のテーマのもとに進められた。 (そ の状況は別表に)但 し当協会の

設立は、47年 6月 であつたので、46～ 47年度は、 日水資協が受託 し、47年度は

当協会と共同で実施 し、48年度からは当協会の受託となった。

委託費は46γ 51年度の 6か年で約 2億円となり、金額は減少 したが、その後も

引き続きこの費日で調査が続けられた。

一方、漁業界の強い要請にもとづき、原子力発電施設等の設置に伴 う外洋の海

洋環境に対する、放射能の影響を総合的に評価するため、科学技術庁では、58

年度より「海洋環境放射能総合評価事業」が開始された。

そのため、59年度からは、当協会の沿岸海域での放射能調査も、予算上 「海洋

環境放射能総合評価事業」の一環 として行われることとなつた。「温排水で飼育

した海産生物の放射能調査及び評価」の題 日で委託され調査が続けられてきた。

この調査は、次の 2項 目が主な課題である。

飼育海産生物の放射能沢1定

飼育海水中の放射能沢1定

ｔ

豪

ア

　

イ
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なお、60年度～平成 6年度は、「温排水拡散海域における海産生物の飼育」及び

「温排水による親魚養成、産卵、ふ化、飼育」を実施、飼育海産生物の放射能沢1

定も実施した。

平成 7～ 17年度は、「成長段階における飼育方法等の検討」ならびに、16年度～

18年度に、「長期に異なる飼餌料により飼育された魚類の放射能調査」を実施し

た。

なお、原研との共同研究についても内容を改めつつ実施された。

② 飼育海産生物の放射能測定

飼育施設は、東海事業所の委託試験池12面 (1面 16ピ)を使用し、飼育魚種とし

ては、チダイ、アワビ、クルマエビ、カレイ、イシガレイ、スズキ、ヒラメ、

ウナギ、クロソイ、クロダイ、マダイ、コタマガイ、ヒラツメガニ、メジナ、

ブリ、シマアジ、マコガレイ、オニオコゼ、イシダイ、ホシガレイ、ムラソイ

等を対象とした。

飼育水は、原電 。東海発電所の温排水及び東海発電所先から取水する自然海水

である。なお、平成 10年 3月 31日 に営業運転を停止 してからは、東海第二発電

所の排水路から温水を取水 し、自然海水は従前 どお り、東海発電所取水路から

取水 した。

温水での飼育により、放射能の蓄積 との関連があるのではないかとい う懸念か

ら、飼育前 と一定期間飼育 した後の試料を取 りあげ、魚体中の放射能を測定し

魚介類への蓄積の有無をみることとした。

又、試料は魚類については全体、アワビは筋肉と内臓に分けて沢l定 した。

分析対象核種は、昭和46～ 49年度までは、
60c。 のみであつたが、特に異常は認

められなかつた。分析については、最初は放医研 。東海支所臨海実験場 (現在

の那珂湊支所)に依頼した。

50年度以降は、分析対象核種を
54Mn、 ∞

CO、・ 7c s、 H4ceの 4種 とし、 (財 )日 本

分析センターに依頼、分析方法は、科学技術庁放射能沢1定法シリーズ7「ゲルマ

ニウム半導体検出器によるガンマ線スペク トロメ トリーJに よつた。
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｀
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なお、温排水拡散海域での飼育場所は、福井県敦賀市浦底地先の原電、敦賀発

電所の温排水拡散海域に設定した網生貴でクロソイ、メジナ等を飼育 して、飼

育前及び飼育後の魚体中の放射能濃度の分析及び東海事業所での陸上試験池で

飼育したものとの差異を明らかにするため試験 した。

また、タイ、ヒラメについては、東海事業所の試験池において、親魚養成、採

卵、ふ化、仔稚魚の育成、成魚への育成を実施 し、成長段階毎に放射能分析を

行つた。

平成 5年度からは、分析対象核種 として"'240 P uを 追力日した。分析方法は、科学

技術庁放射能沢1定シリーズ12「プル トニウム分析法」 (平成 2年改訂)に よつた。

平成 7年度からは
90S rを

追加、科学技術庁放射能沢1定シリーズ 2「放射性ス ト

ロンチウム分析法」 (平成15年改訂)に よった。平成14年度からは
3Hを

追加、

文部科学省放射能測定シリーズ 9「 トリチウム分析法」 (平成 14年改訂)に よっ

た。また、平成15年度からは"。 Po放射化学分析を行つた。

これらを含めて、異常な値は見られなかった。

③ 飼育海水の放射能測定

47年度は、試験池の海水を 6月 、 9月 、 3月 の 3回採水 し、放医研 。東海支所

臨海実験場へ送付 し
∞Coを分析 したが、放射能は検出されなかった。

48年度からは、養魚試験池注水 口 (曝気槽)に水モニターを設置 して、放射線

を常時演1定記録するため、放射線監視装置 (海水測定用)を設置した。

放射線監視装置の平均の値は30～ 50cpsで あるが、約 2倍の数値が、24hr以 上持

続的に記録 された場合、異常の有無を確認するため海水を試料 として採取 し分

析機関に送付し沢1定することとした。

これまで、異常値は記録 されなかつたが、58年 2月 に沢1定値が異常に高くなっ

たため、採水 し分析 したが、放射性核種は検出されなかった。同時に自生のア

オサについても分析 したが、異常値は認められなかつた。

昭和58年以降飼育海水の分析が中断されたが、平成 4年度からγ線スペク トロ

メトリーにより“
7c sの

分析を実施 した。また、平成 5年度から7年度には
239 240 P u

燿
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第二章

の分析を実施 した。

④ 放射能調査の意義

原子力発電所から放出される温排水による海水、海産生物等への放射能の移行

蓄積の有無を観沢1す る体制 としては、

ア.県、電力会社による地先周辺海域でのモニター (海水、海産生物、

海底土の採取分析 )

イ.(財)海洋生物環境研究所による沖合海域におけるモニター (海水、

海産生物、海底土の採取分析)[科学技術庁委託]

ウ.温水協による沿岸水で飼育した海産生物等のモニター (海産生物、

海水、砂泥の採取分析)がある。

海産生物をその沿岸の海水で飼育 し放射能を測定する方法は、当協会東海事業

所のみで行われている。このため、原子力施設等立地地区の漁業者の関心は特

に強いようである。

また既に述べた、養殖企業化試験対象魚種も当然、放射能沢1定の対象魚種に含

まれてお り、原子力施設周辺地区の魚は売れないのではないか、とい う漁業者

の心配を払拭することが出来た。

分析結果の評価については、中央水産研究所、放医研那珂湊支所、茨城県小試

等試験研究機関の研究者の他、県行政機関、県漁連等々の職員及び学識経験者

で構成される検討委員会によつて行われた。

これまでの分析結果からは、自然の海で生息する魚介類から沢1定検出される放

射能濃度 と変わらない状況であることが明らかになつてお り、異常は認められ

なかつた。

漁場環境保全調査など

この調査は、放射能には関連 しないが、昭和58年度以降、当協会の施設・能力

が評価 され、水産庁からとくに要請 されたので、積極的に対応することとした

ものである。
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ハマチ、マダイ等海面魚類養殖業の発展に伴い、漁網防汚斉」の使弓が全国的に

進められたが、養殖魚の安全性を確保するため、水産庁・全漁連において |ま 、

有機スズ系漁網防汚剤の使用 自粛措置がとられて来た。このような背景つtヒ

に、漁業公害防止の一環 として、有機スズ系漁網防汚斉Jの魚類に対する影響調

査の気運が高まつて来た。

当東海事業所では、海水 (温水)の揚水施設をもつていること、海産魚介琴 D

飼育技術を有 していること、温排水を使用すれば、冬期においても著 しいま温

の低下が見 られない等の利点を有 している。これ らの諸点に着 目して、水菫庁

では、58～ 60年度の 3ヵ 年にわたり、「漁網防汚剤影響調査」の委託を決定し、

学識経験者から成る検討委員会の指導のもとに、この調査を実施 した。

一方、全漁連においても、有機スズ系防汚剤に替わる新たな漁網防汚剤をメー

カーと協力 して開発、一定の条件のもとで登録を実施 し、その使用に踏み切つ

て来た。

この 「非有機スズ系漁網防汚剤の魚類に及ぼす影響の調査」が、63年度より3

ヵ年計画で実施 されることとなり、この事業も同様に受託 した。

更に平成 3年度より、非有機スズ系漁網防汚剤の魚介類への影響調査の他に、

防汚物質の効果、付着生物の海域毎、時期別変化を調査 し、防汚物質の有効利

用方法についての知見を得ることを目的とした 「新漁網防汚物質有効利用対策

事業」を推進する事となりこの事業についても受託実施 した。

他方、有害化学物質の水産生物に対する影響試験、毒性試験法については、コ

イ、ヒメダカ等を試験対象魚種 としたものしかなかつた。水産庁では、「海産魚

に対する有害化学物質の毒性試験法Jの確立のための調査が計画され、61年度

の予備調査の結果、62～平成 3年度までの 5年間の試験実施に踏み切つた。こ

の試験は、国の水研、大学、民間の試験研究機関が参加するものであつたが、

毒性試験小型対象魚の飼育とい うテーマのもとに、当協会も受託 し、東海事業

所において実施 した。また、平成 4年度から6年度には新たに 「海産魚短期毒

性試験法確立事業」の一部を受話 し、毒性試験候補魚種 として選定されたアミ

メハギ等の飼育繁殖試験を実施 した。
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平成 6年度からは、「新漁網防汚物質有効利用対策事業」に代わり「漁業新技術

開発事業 (漁網防汚剤の適正使用手法の開発)補助事業 として 6年間、平成 12

年度からは、「新養殖技術開発事業 (漁網防汚剤安全適正使用手法の開発 )」 補助

事業として 2年間実施 した。また、「魚類養殖対策調査委託事業」を6年間実施

した。

平成 7年度からは、「海産魚短期毒性試験法確立事業」に代わり「魚介類水質環

境基準検討調査」の一部を受託 し、試験魚の飼育と供給を 5年間実施 した:

平成12年度からは、「持続的養殖推進対策フォローアップ委託事業」として 2年

間、及び 「内分泌かく乱物質等漁業影響調査事業 (海産生物再生産影響評価技

術開発事業)」 として 3年間実施 した。

平成15年度からは、「漁場環境の化学物質 リスク対策推進事業 (海産生物再生産

影響評価技術開発事業)」 として 4年間実施 した。

また、一般の委託研究では平成 15。 16年度に 「漁場環境負荷低減対策事業」、平

成 17・ 18年度に 「養殖水産物有効利用推進事業 (養殖業適正化推進事業の養殖

水産物有効利用推進事業)」 及び、「養殖水産物ブラン ド・ニッポン推進対策事

業 (養殖資機材評価事業の使用実態のある養殖機材の安全性等の検討 )」 を寒施

した。

試験、調査の実施にあたつては、いずれの場合でも同様に、学識経験者等で構

成される検討委員会の指導助言のもとに実施 した。

なお、以上のような水産庁等からの委託費については、資料編76頁 に文科省等

のものも含め、一括記載 してある。

4)広報普及とコンサルタン ト業務

発電所温水利用養魚協議会

発電所温水を利用して養魚を行っているもの或いは計画中の組織が、相互の連

絡を密にし、この事業の向上を図ることを目的として、50年 3月 、発電所温水

利用養魚協議会が設立され、当協会に事務局を置いて運営に当たつた。設立の

趣旨は次の通 りである。
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「わが国の火力・原子力発電施設は海岸に設置され、冷却水に海水を使用 して

いるので、多量の温排水が海に放出され、海の生態系に変化をもたらす とし

て、漁業界にとつては好ましいものとはされてお りません。

そこで漁業界としても、利用 しようとする研究が昭和57年頃から始められた。

そして、これは理論的には極めて有望な事業であり、平成 4年 には種苗生産

を含め増養殖の企業化の研究をしている処が10指 を数えました。

特に (財)温水養魚開発協会は、科学技術庁の研究費を受託 し、漁業関係者

および地方自治体ならびに発電関係者の協力のもとに集約的な養殖業の企業

化に努力してきました。

しかしながら、企業 として十分な成果を収めてお りません。それは、対象生

物の選定、水温の調整、飼育密度、飼料の品質、量、魚病対策、人員の配分等

増養殖の技術および経営技術が完成されていないためであると考えられます。

そこで温水養魚開発協会が中心になつて、発電所温水を利用 して各地で企業

化の研究をされている会社等および今後増養殖を研究開発 しようとしている

機関等の方々およびこの方面の専門家にも広 く参加願い、専門的技術交流、

情報の交換を行い、企業化の促進を図 り、漁業と発電の共存に資 したいと考

え同志が相寄 り、この協議会を結成した次第です。 (「設置趣旨Jよ り)

協議会設立以来、毎年 1回東京で総会を開き、参加各機関から前年度の成果 と

次年度の計画を説明し、問題点等を協議 した。そして冊子「発電所温水利用の成

果Jを立地センターの協力で毎年刊行 した。 (41頁に写真 )

なお、57年度はウナギ、クルマエビ、ヒラメの温水養魚について発電所温水養

魚研究者の発表をもとにしてシンポジウム方式で討議 したが、58年度からは主

として養魚に関係の深い講演を依頼 し、参集者の知識の向上に努めた。

養魚試験成果の発信

関係省庁の協力を得て、当協会発足10年を経て、養魚試験の成果をもとに、養

殖漁業の動向や発電所の海域影響等の基本的事項について、次のような各種の

印昴1物の配布、説明会・研修会の開催、によつて、数多くの情報提供を行なつた。

住

ま
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バンフレット・技術書

「魚を育てる」(昭 58、 カラー)、
「発電所養魚技術の現状J(昭和58)、 「温水養

魚技術資料」 (平 2、 中堅技術者用、215頁 )ビデオ 「温排水 と魚」、「温排

水の養魚利用」 (昭 58、 59、 各30分 )、 ビデオで各地の種苗生産 。温水養魚

の事例の紹介 (各 10-30分、東海 。浜岡・敦賀・福島・福井など7ヵ 所 )

漁業者一般向け情報提供

月刊誌 「漁村」 (漁村文化協会)にほぼ毎号、 8頁の記事を連載 し、発電所

立地の漁村の状況を紹介、質問欄で読者からの疑間にも答えた。

これらの記事は、昭和60年から平成 10年まで14年間、127回 に及んだ。その

間、海 と発電所の係わ り、温水養魚の始まりから各地の状況紹介、海域別

の魚介・甲殻類への利用などの解説的な記事から始ま り、各地各様の発電

所温排水の利用あるいは試験研究の進展に応 じて、その状況を随時紹介 し

つつ、漁業振興に結び付ける努力等の記事も掲載 し続けた。

質問欄を通 じての双方向的な情報交流 と研修を含め、当協会等の実績を役

立てる上で、有効なものと評価されてきた。

研修会の開催

当協会の東海養魚場の実績を踏まえ、平成 3年以降毎年、電源立地地域の

漁業者、市町村関係者をまねいて研修会を開催 した。

原子力立地地域への情報提供

平成12年以降はさらに、次のような方法で発電所立地に関係する各漁村の関係

者からの要請に応じて、地域に密着した情報事例紹介や先進地の視察研修につ

とめた。

① キヤラバン漁業大学の開催

石川県珠洲1関係では、平成12～ 14年に延 5回各約20名 を対象に、地先にふ

さわしい漁業のあり方、その際の温排水利用の可能性等について専門家の

説明と討論を行った。

また島根県鹿島町、鹿児島県川内市、青森県大間町、東通村、山口県上関

―

―

‐
―

―

―

―

―

―

―

―

―

‥

‥

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｉ

Ｂ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｂ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

睡

Ｅ

Ｅ

Ｅ

Ｅ

■

麗

□

麟

Ｅ

Ｅ

■

睡

麟

■

鵬

■

□

睡

□

□

□

□

□

■

Ｆ

Ｆ

①

②

③

夕
涸
　

〓
´
　

４

一
　

聾
．
　

ゴ
「
　

辱
”
　
▲
■
１

　
３
一
　

ｔ
小
　

一一
　
　

一
↓
　
　

４ヽ
．　

　

一　

　

磐

．
　

豊
瞑
　
　
二

　

叫
土

　

縣
数

　

十
ふ

一-38-一



温水養

「温排

水養魚

,所 )

発電所

:。 その

海域別

きの発電

卜紹介し

に績を役

L地域の

けの関係

研修につ

地先にふ

専門家の

日県上関

施設・用水の経緯と各事業の総覧

町において、単協間の協業などの地域漁業のあり方や関連法制の動向につ

いてのア ドバイス、情報提供を行った。 (延 7回 120名 )

② 水産行政関係者等研修会

資源エネルギー庁の協力のもと、原子力立地地域の自治体職員、県漁連職

員、電気事業地域担当、等を対象に、各省庁担当官、学識経験者や先進地

域経験者を講師に招き、平成12年から18年まで毎年 1回、立地漁業に関わ

る法制 。予算、温水の影響・利用について試験研究の状況、漁村活性化の

事例等について、説明・討論を行なつた。 (東京、各回の参加者は30～40名 )

各種来訪者への対応とその成果

東海事業所は、ごく近くに、原子力発電所、放射性物質取り扱い施設、各種研

究炉、試験炉、再処理工場、プル トニウム研究施設など多数の施設が設置 。運

転されているし、創立以来原子力発電所の直ぐ隣で温排水を利用し、またその

放射能の移行蓄積の無いことの確認を続けており、さらにその生産物が東京の

築地中央市場を含め、通常のルー トにより出荷 している。このような日本で唯

一の当施設には、全国の立地予定地などから、漁業者を含め多数の見学者が来

訪してきた。

また東海村を中心とする原子力施設の一般見学者も多いが、その中には当事業

所への来訪希望者が増加してきたので、それに対応するべく創立後十数年後の

平成元年初め、関係機関の支援により、養魚展示用施設と説明用建屋を新設 し

た。その後は、茨城原子力協議会と連携し、見学バスのコースに加えられて、

一般見学者の要望に応えられるようになつた。

特に、原子燃料サイクルの立地が具体化した青森県の全域からは、多数の漁業、

農業関係者、消費者代表などの来訪があつた。

これら見学者からは、漁業への影響のみならず農作物、住民への放射能影響、

生産物への価格への影響など風評的な被害・懸念についての経験まで、多様な

質問があり、所員も精一杯の対応を行つた。

また、諸外国特に韓国、中国、台湾、ソ連など、原子力関係者、温水利用関係

住

鷺
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第二章

者の来訪も漸次増え、資料提供など国際交流に努めた。

外部への協力・コンサルタント業務

温水養魚技術習得の研修については、対象魚種の違いもあつて一律には困難で

ぁったが、クルマエビについては、短期研修を多く引き受けた。

温水養魚業務の企画等についてのコンサルタントや講師派遣は、関係市町村・・

電源地域振興センターなどと連絡しつつ対応 してきた。

主なものをあげると次の通 りである。

ア.発電所温排水利用による福島県水産種苗研究所および県栽培漁業センター

の建設について (福 島県)

イ.養殖振興事業モデル施設の建設 (温水利用)(千葉県、企業庁)

ウ.松浦火力発電所建設に伴 う漁業振興対策 (長崎県)

工.廃熱利用技術システムの研究 (養魚について)(省エネルギーセンター)

オ.火力発電建設に伴 う漁業対策 (岩手県陸前高田市)

力.新湊火力発電所の温水利用 (海洋環境コンサルタント)

キ.官津火力発電所建設に伴 う温排水利用研究 (関西電力
l■

l)

ク.松浦火力発電所の温排水有効利用による増養殖事業開発 (長崎県松浦市)

ヶ.三隅火力発電所の温排水利用による増養殖事業計画 (島根県三隅町)

コ.青森県大間町における養殖現地指導 (青森県大間町)

サ.海洋水産資源培養に関する研究協議会 ((財 )海外漁業協力財団)

シ.温排水利用による養殖の可能性 (茨城県北茨城市)

ス.石川県温排水有効利用研究会 (石川県志賀市)

セ.松浦市温排水有効利用検討委員会 (長崎県松浦市)

ソ.珠洲1地区漁村の地域振興に関する調査及び広報 (石川県珠洲1電源開発協議会 )

夕。柏崎市温排水利用養魚計画WG(新 潟県柏崎市)

これらのコンサルテーシヨンは、期間も内容もまちまちであるが、柏崎市の場

合のように、かなり精緻な経営分析まで行い、一時は当協会 との業務提携も視

野に検討されたものもある。なお(サ )の研究会は、日本。中国・韓国の回わり
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l困難で

Ti寸・ ・

センター

ヤー )

=浦
市 )

―
)

発協議会)

三崎市の場

等提携も視

ヨの回わり

施設・用水の経緯と各事業の経覧

持ちで、各 2回開催 したものである。

このほか地方自治体、 (財 )日 本原子力文化振興財団、 (財 )日 本立地センター、

(財)電源地域振興センター等が開催する研修会等にも講師を派遣 した。

黎 艤核愧鰊晰贔

発電所温水利用養魚事業協議会 (36頁参照)で作成 した冊子。
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写  真

東海事業所近景 (左が原子力東海発電所 )

入 口 (昭 52)

排水口
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資料編

屋内試験池 (昭56) フランス調査団 (昭50)

ウナギ選別

隋饂攣竃鶴鶴難鶴議‡雛:::鷲 :11=II1111111111111●
=11全漁連等派遣の「原子力施設環境問題漁業者調査団」

(1968年 )

一行・左より山形、池尻、入澤、山下、岸、谷井、是枝
小幡、小泉、浜田(団長)、 根岸、寺沼、市川、森の各氏
(名 簿は68頁 )

同調査団が訪問したイギリス、
ハンタース トン原発 2号炉の
温水利用カレイ飼育池
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1)活動ならびに関連事項 (年表 )

年 月 日

昭和 39.9

39.12

41.8

42.9

43.9

43.11

44.4

45,7

46.1

活動ならびに関連事項 (年表)

主 な 出 来 事

原子力燃料公社、茨城県と東海村に対して再処理施設こ設置 ,■ c..て ≡

し入れ

岩上茨城県知事、水戸射爆場の返還や地帯整備問題などi二 百■を貢蓄=
を原子力委員長に提出。同時に県議会では、再処理施設の設置天Tを長

議

茨城県漁連、設置反対を決議

原子力発電所 と再処理施設の漁業への影響を調査するため全漁Eヒ 〒

産が協議 し、「原子力施設環境問題漁業者調査団Jを 欧州先進国にi【E

茨城県および茨城県漁連、東海発電所の温排水利用について検討を下モ

(社 )日 本水産資源保護協会 (会長理事 浜田 正氏)「原子力発電所温排水

利用懇談会Jを設置、内外事例の検討 と、研究実験 (試験的飼育)計画の立

案に着手

同上懇談会は作業部会 (主査 東海区水産研究所 田中二良氏)を設け、

茨城グループと合流 して、企業化試験規模のケース・スタディの検討開始

作業部会は「原子力発電所温排水利用養魚計画書」(養魚池面積、2,000ピ 、

工事費約260百万円)を報告

政府予算を要請 した結果、科学技術庁による「原子力施設排水の海産資

源への影響に関する対策研究」(46年度40百万円、5年継続、対象池面積

720ポ、研究委託先は日本水産資源保護協会)が決定

温排水養魚技術研究調査団 (団長 田中二良氏、団員 水産技術者計 9

名 )、 英国。米国の温排水養魚技術および関連研究について調査視察

日本水産資源保護協会に設置された「原子力発電所温排水利用養魚計画

委員会」において、養魚池2,040どの企業化モデルプランを提案

46年度科学技術庁委託費40,661千 円の交付が決定

日本原子力研究所と日本水産資源保護協会との共同研究契約締結

日本原子力研究所も多目的利用研究の一環として共同研究を行 うこと

になり、同構内の敷地を利用 して保安林解除を申請

46年度委託費工事および工事の一部について契約発注

46.3

46.5

46.8

46.9

46.10

46.10
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―

資料編

年 月 日

日召不日46.10

47.1

(設立以降)

日召和 47年

3.17

6.15

主 な 出 来

電気事業連合会、養魚池2,040ど による企業化試験の所要経費の一部 と

して、研究委託費の支出を決定

47年度政府予算原案において、引き続き科学技術庁委託費 (約40,877千

円)お よび日本原子力研究所による共同研究用施設工事費 (」PDRよ りの

取水施設部分約18百万円の支出)が決定

(財 )温水養魚開発協会設立発起人会開催 (発起人代表 藤田巌 日本水

産資源保護協会会長代行)

(財 )温水養魚開発協会 農林大臣から設立許可され発足

(事務所 千代田区永田町 11135 全国町村会館別館 4階 理事長

藤田 巌)

チダイ稚魚試験放養開始

木内四郎国務大臣 (科学技術庁長官)東海事業所視察

中曽根康弘国務大臣 (科学技術庁長官)東海事業所視察

昭和47年度第 1回理事会開催、評議員選任、諸規定制定

養魚試験付帯設備 (第 1期分)完成

アワビ放養

チダイ大量斃死 (ビブリオ菌発症)

クルマエビ種苗放養

原電温排水取水開始

昭和47年度第 1回評議員会開催

昭和47年度第 2回理事会開催、藤田理事長辞任 藤村理事長就任、藤田

巌、橋本清之助両氏を顧間に委嘱

養魚連絡会 (原研、原電、日水資協、温水協)開催

第 2期工事 (養魚試験池22面)着工

昭和47年度第 3回理事会、第 2回評議員会開催

48年度科学技術庁研究委託費(約 18百万円)今年度より温水協べ交付決定

6.17

6.28

7.19

7.20

7.31

8.2

10

10.2

10.7

10.12

10.12

日召和 47年

1.16

2.5

2.23

4.16
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年 月 日

活動ならびに関連事項 (年表 )

主 な 出 来 事

三機関担当連絡会 (原研東海研究所、原電東海発電所、温水協)発足

昭和48年度第 1回理事会・評議員会開催

稚クルマエビ放養 (山 口県より空輸)

前田佳都男国務大臣 (科学技術庁長官)東海事業所視察

カレイ。ヒラメ放養 (浜名湖産)

ソ連視察団 東海事業所視察

養殖試験クルマエビ第 1回出荷

昭和49年度第 1回理事会・評議員会開催

森山欽司国務大臣 (科学技術庁長官)東海事業所視察

49年度科学技術庁研究委託費 (約48百万円)交付決定

温水利用による増養殖研究の拡充について日本原子力産業会議 と委託

契約

シラスウナギ(フ ランス産)4万尾放養

第 1回発電所温水利用養魚協議会開催 (東京)(以後毎年 1回開催 した)

発電関係者に対 し養魚試験状況説明会開催 (東海事業所 )

昭和50年度第 1回理事会。評議員会開催

フランス視察団 東海事業所視察

西 ドイツ視察団 東海事業所視察

ソ連漁業委員 東海事業所視察

フランス調査団に日本の発電所温水養魚の現状説明、東海事業所視察

昭和51年度第 1回理事会・評議員会開催

電力関係者への第 1回説明会開催 (養魚試験の現状等、東海発電所)

シラスウナギ(フ ランス産)30万尾放養

電力関係者への第 2回説明会開催 (東海事業所)

4.16

5.16

7.27

8.2

11.2

昭和 49年

1,9

5.13

5.16

7.3

8.15

10.1

昭和 50年

2.28

3.26

5.25

5.30

7.30

11.12

12.23

日召不日51Z手

4.6

5.17

12.23

日召和 52年

1.26

2.25

‖1ぼ
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資料編

年 月 日

5.20

昭和 53年

2.4

2.22

5.15

7.22

10.24

昭和 54年

2.9

2.14

5.18

6.14

7.16

昭 和 55年

4.1

4.7

4.17

5.15

5。 25

8.7

9.4

日召和 56年

1.26

3.9

4.2

4.22

5.28

8.10

主 な 出 来 事

昭和52年度第 1回理事会・評議員会開催

シラスウナギ (フ ランス産)約 50万尾放養 (企業化ベースに対応 )

熊谷太二郎国務大臣(科学技術庁長官)東海事業所視察

昭和53年度第 1回理事会。評議員会開催

東 ドイツ調査団 東海事業所視察

フランス調査団 東海事業所視察

シラスウナギ(フ ランス産)280 k g放養

西 ドイツ調査団 東海事業所視察

昭和54年度第 1回理事会・評議員会開催

長崎県発電温水養魚計画第1回委員会開催 (引 き続き7月 、9月 、11月 開催)

金子岩三国務大臣 (科学技術庁長官)東海事業所視察

原研 との共同研究契約再締結 (60.3.31ま で)

シラスウナギ (フ ランス産)180k g放養

シラスウナギ (フ ランス産)30k g放養

昭和55年度第 1回理事会・評議員会開催

「発電所温水養魚調査団」派遣、ヨーロッパ視察

中国調査団 東海事業所視察

中川一郎国務大臣 (科学技術庁長官)東海事業所視察

シラスウナギ (フ ランス産)約 50万尾放養

デンマーク、東 ドイツ調査団 東海事業所視察

昭和56年度第 1回理事会・評議員会開催

デンマーク調査団 東海事業所視察

昭和56年度第 2回理事会。評議員会開催

中国調査団 東海事業所視察
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開催 )

年 月 日

昭和 57年

1.28

4.26

7.1

昭和 58年

4.1

活動ならびに関連事項 (年表 )

シラスウナギ (フ ランス産)約55万尾放養

昭和57年度第 1回理事会。評議員会開催

発電所温排水漁業有効利用に関する広報事業委託契約 (資源エネルギー

庁)

昭和58～ 62年度「温排水利用による養殖企業化実証試験研究委託契約 _

締結 ((財)電力中央研究所、電源開発、(社)日 本原子力産業会議及び当協

会)

昭和58年度第 1回理事会。評議員会開催

全国総′点検調査 (漁網防汚剤影響調査、後の漁場環境保全調査)委託契約

(水産庁)

当協会事務所移転 (千代田区内神田2丁 ロヘ
)

シラスウナギ (フ ランス産)約80万尾放養

昭和58年度第 2回理事会・評議員会開催

養魚池上屋改修開始 (～60.310)

昭和59年度第 1回理事会・評議員会開催

昭和59年度海洋環境放射能総合評価事業 (温排水等により飼育した海産

生物に関する放射能調査及び評価)委託契約 (科学技術庁)一従来の「原

子力施設排水の海産資源への影響調査」の拡充―

シラスウナギ (フ ランス産)約90万尾放養

昭和59年度第 2回理事会・評議員会開催

原研 との共同研究契約再締結 (65.3.31ま で)

昭和60年度第 1回理事会・評議員会開催

広報誌作成委員会開催 (雑誌「漁村」べの掲載等に対応、～61.1.28ま で計

10回 )

来出な主

5.17

10.31

12.1

昭和 59年

1.29

3.23

5.8

5.18

7.2

昭和 60年

3.1

3.29

4.1

5.15

5。 27
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資料編

年 月 日

6.21

10.31

11.1

昭和61年

1.25

1.31

5.15

9.9

9.18

日召和 62年

2.5

2.10

3126

5.15

8.31

日召和 63年

1.3

3.23

5.13

7.20

9.6

9.28

平成 元年

3.25

主  な  出

昭和60年度電源立地地域の漁業者対象の広報素材作成に関する委託契

約  一雑誌「漁村Jへの掲載等―

漁業公害調査 (漁網防汚剤影響調査)委託契約 (水産庁)

漁網防汚斉J影響調査検討会開催 (61.3.26と 2回 )

シラスウナギ (フ ランス産)約 60万尾放養

昭和60年度第 2回理事会。評議員会開催

昭和61年度第1回理事会・評議員会開催

将来計画検討懇談会開催 (62.2.4と 2回 )

科学技術庁係官による現地監査 (東海事業所 )

シラスウナギ(フ ランス産)約 80万尾放養

水産庁研究部漁場保全課長現地視察 (東海事業所)

昭和61年度第 2回理事会・評議員会開催

昭和62年度第 1回理事会。評議員会開催

昭和62年度漁業公害調査 (有害化学物質漁業影響調査、～平成 3年度ま

での 5ヵ 年間)委託契約 (水産庁)

シラスウナギ(フ ランス産)約 60万尾放養

昭和62年度第 2回理事会・評議員会開催

昭和63年度第 1回理事会・評議員会開催

ヒラメ養殖種苗 2万尾放養 (ヒ ラメ養殖企業化試験開始)

昭和63～ 65年度「原子力発電所よりの温排水利用による海産生物の養殖

に関する企業化実証試験J研究委託契約締結

((財 )電力中央研究所、電源開発、(社 )日 本原子力産業会議及び当協会)

新漁網防汚斉J影響調査検討委員会開催 (～元.3.3ま で計 3回 )

シラスウナギ(フ ランス産)約 60万尾放養
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:託契

年度ま

,の養殖

1協会)

3.13

3131

5.17

5.20

11.10

平成 2年

1.25

3.9

3.27

4.1

5.15

8.29

平成 3年

3.12

4.1

年 月 日

5.14

7.3

7.8

10.24

平成 4年

1.15

2.19

3.11

活動ならびに関連事項 (年表 )

主 な 出 来 事

昭和63年度第 2回理事会・評議員会開催

東海事業所展示施設等竣工

平成元年度第 1回理事会・評議員会開催

東海地区原子力施設見学バス受け入れ開始

温水養魚技術資料作成委員会開催 (～ 2.3.19ま で計 4回 )

シラスウナギ (フ ランス産)約80万尾放養

平成元年度第 2回理事会。評議員会開催

東海村村民見学会 (東海事業所)再開

原研との共同研究契約再締結 (～ 7.3.31ま で)

平成 2年度第 1回理事会。評議員会開催

東海事業所長、国際協力事業団の要請により韓国原子力温水養魚指導 (～

9.12)

平成 2年度第 2回理事会。評議員会開催

平成 3～ 5年度「原子力発電所よりの温排水による海産生物の養殖に関

する企業化実証試験」研究委託契約締結 (電源開発 (株 )、 (社)日 本原子力

産業会議及び当協会)

平成 3年度第 1回理事会・評議員会開催

東海事業所長、(財)電源地域振興センターの要請により、青森県大間町

における現地養殖指導実施 (4年 3月 までの 9回 )

島根県三隅町における入力発電所設置に伴 う温水養魚計画作成等に関

する事業受注 ((財 )漁港漁村建設技術研究所)

温排水対策補助事業推進に関する市町村担当者研修会開催 (東海事業所)

シラスウナギ (フ ランス産)約40万尾放養

島根県三隅町に対し、温水養魚計画作成を受託

平成 3年度第 2回理事会。評議員会開催
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資料編

年 月 日

４

　

８

１

一
　

９
″

主 な 出 来 事

平成 4年度第 1回理事会・評議員会開催

東海事業所長、(財 )電源地域振興センター及び青森県大間町の要請によ

り、大間町における養殖現地指導 (以後、平成5年 3月 まで計11回実施 )

当協会設立20周年記念式典及び東海事業所見学 (東海村)

温排水対策補助事業推進に関する市町村担当者研修会開催 (東海事業所)

発電所温水利用養魚協議会開催 (東京)

全漁連主催「水産養殖フェアー」出展参加 (東京 )

平成 4年度第 2回理事会・評議員会開催

平成 5年度第 1回理事会・評議員会開催

東海事業所長、(財 )電源地域振興センターの要請により青森県大間町に

おける養殖現地指導 (以後、平成6年 2月 まで計6回実施)

温排水対策補助事業推進に関する市町村担当者研修会開催 (東海事業所)

発電所温水利用養魚協議会開催 (東京)

平成 5年度第 2回理事会・評議員会開催

平成6～ 8年度「原子力発電所よりの温排水利用による海産生物の養殖に

関する企業化実証研究J研究受託契約締結

平成 6年度第 1回理事会・評議員会開催

東海事業所長、(財 )海外漁業協力財団の要請により、中国で開催の「海洋

水産資源培養に関する研究協議会」に専門家として出席

第20回発電所温水利用協議会開催 (毎年開催)

温排水対策補助事業推進に関する市町村担当者研修会開催 (東海事業所)

北茨城市主催「温排水利用による養殖の可能性」研修会に東海事業所長、

講師として出席

シラスウナギ (フ ランス産)約52万尾放養

平成 6年度第 2回理事会・評議員会開催

10.8

10.15

10.16

12.12

平成 5年

3.17

5。 12

5.25

10.14

10.15

平成 6年

3.16

4.1

5.13

10:5-18

10.19

10.20

平成 7年

1.12

2.5

3.15
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所 )

町に

鷺所 )

:疏菫に

「海洋

「業所)

:所長、

年 月 日

活動ならびに関連事項 (年表 )

主 な 出 来 事

原研 との共同研究契約再締結 (12.3.31ま で)

東海村村民見学会 (東海事業所)

平成 7年度第 1回理事会・評議員会開催

東海事業所長、(財 )海洋生物環境研究所の要請により、「石川県温排水有

効利用研究会」の専門家として参加 (石川県志賀町、以後、平成8年2月 ま

で3回参カロ)

温排水対策補助事業推進に関する市町村担当者研修会開催 (東海事業所)

東海事業所長、長崎県松浦市の要請により、「松浦市温排水有効利用検討

委員会Jの専門家として参加 (松浦市、以後、平成8年 3月 まで3回参加)

平成 7年度第 2回理事会・評議員会開催

東海村村民見学会 (東海事業所)

平成 8年度第 1回理事会・評議員会開催

温排水対策補助事業推進に関する市町村担当者研修会開催 (東海事業所)

重点地区漁業者研修会 (東海事業所及び福島県栽培漁業協会)

シラスウナギ (フ ランス産)約 40万尾放養

平成 8年度第 2回理事会・評議員会開催

平成9～ 11年度「原子力発電所よりの温排水利用による海産生物の養殖

に関する企業化実証研究」研究委託契約締結 (電源開発、(社)日 本原子力

産業会議及び当協会)

平成 9年度第 1回理事会・評議員会開催

温排水対策補助事業推進に関する市町村担当者研修会開催 (東海事業所)

重点地区漁業者研修会 (東海事業所及び茨城県栽培漁業センター)

平成 9年度第 2回理事会・評議員会開催

平成10年度第 1回理事会・評議員会開催

温排水対策補助事業推進に関する市町村担当者研修会開催 (東海事業所)

4.1

4.22

5.10

7.18

10.19

10.27

平成 8年

3.14

4.27

5。 9

10.16

平 成 9年

3.6-7

3.11

3.13

4.1

5.29

10.16

平成 10年

1.30´
‐V31

3.19

5.27

10.15
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資料編

年 月 日

11.25

平成11年

1.22

2.23-25

3.17

5.26

8.3

11.1

11.2

平 成 12年

3.17

4.1

4.3

5.26

10.19-20

平成 13年

2.16

3.13

4.3

5.22

7.1

10.19

平成 14年

3.19

4.1

主 な 出 来 事

沖縄県金武町役場 8名 東海事業所において研修

シラスウナギ (フ ランス産)約40万尾放養

石川県珠洲市宝立漁業協同組合 (漁業振興研究会)7名東海事業所にお

いて研修

平成10年度第 2回理事会・評議員会開催

平成11年度第 1回理事会。評議員会開催

ヒラメ大量斃死 (白 点病)

第25回発電所温水利用養魚協議会開催 (東京)

温排水対策事業推進研修会開催 (東海事業所)

平成11年度第 2回理事会・評議員会開催

原研 との共同研究契約再締結 (17.3.31ま で)

「原子力発電所よりの温排水利用による海産生物の養殖に関する企業化

実証研究」受注 ((財 )電力中央研究所)

平成12年度第 1回理事会・評議員会開催

第 1回水産行政関係者等研修会開催 (東京)

シラスウナギ (フ ランス産)約50万尾放養         ‐

平成12年度第 2回理事会。評議員会開催

「原子力発電所よりの温排水利用による海産生物の養殖に関する企業化

実証研究」受注 ((財 )電力中央研究所)

平成13年度第 1回理事会・評議員会開催

当協会事務所移転 (港区虎ノ門 1丁 ロヘ
)

第2回水産行政関係者等研修会開催 (東京)

平成13年度第 2回理事会・評議員会開催

「原子力発電所よりの温排水利用による海産生物の養殖に関する企業化
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る企業化

「 る企業化

する企業化

年 月 日

5.8

6.27

7.23

9。 12

9.27

10.18

10.25

12.2

平成 15年

3.28

4.1

4.1

5.30

9.25

10.28

平成 16年

3.26

4.1

4.1

5.27

8.25

10.8

活動ならびに関連事項 (年表)

実証研究」受注 ((財 )電力中央研究所 )

柏崎市温排水利用養魚計画WG職員派遣 (通算 6回 )

平成14年度第 1回理事会。評議員会開催

第 1回再建計画策定委員会開催

第2回再建計画策定委員会開催

平成14年度臨時理事会・評議員会開催

第3回水産行政担当者等研修会開催 (東京 )

「平成14年度発電所温水利用養魚の成果に関する調査事業」受注

((財 )電力中央研究所)

当協会事務所移転 (港区芝大門 1丁 ロヘ
)

平成14年度第 2回理事会・評議員会開催

「原子力発電所よりの温排水利用による海産生物の養殖に関する企業化

実証研究J受注 ((財 )電力中央研究所)

「平成15年度発電所温水利用養魚の成果に関する調査事業」受注

((財 )電力中央研究所 )

平成15年度第 1回理事会・評議員会開催

ヒラメ大量斃死 (エ ドワジエラ症)

第4回水産行政担当者等研修会開催 (東京)

平成15年度第 2回理事会・評議員会開催

「原子力発電所よりの温排水利用による海産生物の養殖に関する企業化

実証研究J受注 ((財 )電力中央研究所)

「平成16年度発電所温水利用養魚の成果に関する調査事業J受注

((財 )電力中央研究所)

平成16年度第 1回理事会・評議員会開催

平成16年度臨時理事会・評議員会開催

第5回水産行政担当者等研修会開催 (東京)

事来出な主
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年 月 日 出な主

9.30

平成 17年

3.31

4.1

4.1

5.31

7.20

8.19

9.12

平成 18年

3.8

3.8

3.24

6.2

7.24

8.31

10.26

平 成 19年

2.22

3.30

4.26

5.23

5.31

11.2

11.20

12.7

当協会事務所移転 (港区新橋 5丁 ロヘ
)

平成16年度第 2回理事会。評議員会開催

原研 との共同研究契約再締結 (22.3.31ま で)

養殖生物有効利用推進事業委託契約 (」 F全漁連)

平成17年度第 1回理事会・評議員会開催

養殖水産物ブラン ド・ニッポン生物環境調査事業委託契約

((社 )日 本水産資源保護協会)

海産生物再生産影響評価技術開発事業意見交換会 (東京)

漁業者広報事業委託契約 ((財 )日 本立地センター)

第6回水産行政担当者等研修会開催 (東京)

シラスウナギ(フ ランス産)12万尾放養

平成17年度第 2回理事会。評議員会開催

平成18年度第 1回理事会・評議員会開催

漁業者広報事業委託契約 ((財 )日 本立地センター)

ヒラメ大量斃死 (エ ドワジエラ症)

養殖生物有効利用推進事業委託契約 (JF全漁連)

第7回水産行政担当者等研修会開催 (東京)

平成18年度第 2回理事会・評議員会開催

排水溝崩落

平成19年度第1回理事会・評議員会開催

平成18年度文部科学省委託事業終了

平成19年度臨時理事会・評議員会開催、「本会解散の決議及び清算人の選

41」

農林水産省へ解散認可申請

農林水産省より解散認可

―-58-―



百 三 」 つ

年 月 日

12.12

12.17

12.28

平成 20年

3.13

3.17

4.16

解散及び清算人登記申請

解散及び清算人登記完了

第 1回官報告示 (第 2回、第 3回は翌年1月 8日 、9日 )

監事による会計監査

清算人会及び評議員会開催

残余財産の処理終了輌翠散手続きの完了)

事来出な主

施設での説明風景

言真人の選

-59-
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資料編

2)温水養魚開発協会設立発起人及び設立趣意書

藤  田 巌

田 隆 ―

川 第五郎

藤 乙三郎

沢 富一郎

像 英 二

上 二 郎

幡 r・ 朗

菊

安

加

白

宗

岩

小

温水養魚開発協会設立発起人

日本水産資源保護協会会長理事代行

大 日本水産会会長

全国漁業協同組合連合会会長

日本原子力産業会議会長

電気事業連合会会長

日本原子力発電株式会社社長

日本原子力研究所理事長

茨城県知事

茨城県漁業協同組合連合会会長

温水養魚開発協会設立趣意書

わが国における原子力発電所・火力発電所の建設は、国民生活の向上や経済の発展

を背景として、今後とも増大 していく傾向にありますが、これら発電所によって発生

する熱量のうち相当部分が未利用のまま沿岸海域へ放出されています。

一方国民への貴重な蛋白食糧供給の任を負ったわが国沿岸漁業の立場からこれをみ

ますと、こうした大量の温かい海水の放出は、沿岸における漁況・資源等への影響も

懸念されており、今後早急な研究・調査の強化によって実態の解明がなされるべきで

あると考えます。

しかしながら、これら未利用熱も有効な利用によっては水産生物の増養殖や漁場の

改良に役立てることが日∫能であり、一部火力発電所における実験的養魚等でもその成

長促進効果のあることが認められています。

従って、こうした温排水の沿岸漁業への有効利用は、つくる漁業への転換という政

策の推進はもとより、わが国における廃棄エネルギー利用の観点からもその実現が望
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まれています。

しか し、これまでは実質的に沿岸漁業生産への応用・貢献をなし得るところま■蹴

進められてきていないのが現状であります。

幸い昭和46年度、科学技術庁 より日本水産資源保護協会に対して「原子力施設排水

の海産資源への影響に関する対策研究」の研究委託が行なわれ、一般に懸念されてき

た水産物への放射能ならびに温度の影響問題に関して、漸 くその検証がなされること

にな りました。

加えて、わが国水産業における増養殖技術は、世界的にも誇 り得る技術進歩を示し

てお り、人工採苗・養魚等を実施 している魚種も多 く、環境条件等の整備によっては、

なお一層多種多様なものとな ります。

すなわち、わが国水産界が既に至1達 している、こうした技術的基盤の上にこれをさ

らに鶉し進め温水増養殖技術の開発へと発展 していき、大量に放出される温水につい

てその有効利用を念頭におき、併せて温水養魚における経営面での経済性をも実証す

ることが肝要であり、普及のためのモデルプラントとして適切な規模をもつ施設に繁

いて、実証的な研究開発の行なわれることが望ましいところであります。

従って、ここに温水養魚開発協会を設立し、東海原子力発電所の温水の利用によっ

て開始される上記委託研究に対 して協力し、これを効果的に推進する活動を行 うとと

もに、その研究成果が立証されたとき、これに適切な規模の施設を追加併設して企業

化試験を行い、さらに、ここで習得された技術 。安全・経営等の各面にわたる経験と

成果に基づき、技術の普及・指導技術者の養成 。訓練等の実施をすすめていきたいと

考えます。

本協会が以上の活動を有効適切に推進することにより名実ともに温水養魚開発の先

駆的役割を果 しつつ、今後のわが国における沿岸漁業の振興発展に寄与しうるよう広

く官民あげてのご理解とご協力を切望するものであ ります。

昭和47年 3月 17日
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原子力施設環境問題漁業者調査団の調査統一見解

現在 わが国 において も原子力の平和的利 用開発 に伴 う新 しいェ ネルギ ー政

策 として ,原 子力 に よる発電 ならびに燃料再処理施設の建設発 展が強 い国 民

経 済的要請 とな りつつあるが,同 時 に この事業 がわが国の地理的条件 の もと

においては ,必然 1勺 に浴岸海域 な らび に河川 にお 1/1る 水の利用 と,特 にその

特質 である低 レベ ル放射性廃 液の河川 ,海 洋へ の放出 を不 ll」 避 にす るこ とか

ら,水 産業 の占め る産業的比重が大 き く,殊 に周 辺 に数 多 くの漁場を有する

わが国 浴岸漁業 に対す るその影響如何 に よつて は ,同漁業 の存立 に重大 なる

結 果 を171来 しかね ない問題 と して ,全国 の漁民が強い 関心 を寄せている現状

である。

この問題は単 なる漁業 の視点か らのみでな く,本 質的 には広 く国 民保健 と

い う見地 か らl巴 握 されねば ならない性格の問題 であるが,こ の新 し くて従来

の水質問題 とは さらに次元を異 にす る性格 を有す る課題 に対 して ,われ われ

漁業者 が如何 に対処すべ きであるかの判断 に資す るため ,本調査 LNJは ,す ~‐

に本事業 についての先進国 である欧州 にお ける幾 つかの国 にお ける原子力発

電ならび に燃料 再処理施設 と,そ れが及 ぼす であろ う国民保 健 ならびに有馬

動 植物 に対す る影響に対 して女Π何 なる安全性確保 の対 策が,学 理的 には勿 wii

の こと,現実 面 における,法 制 あるいは行 政 の運 用 ならびに現実 的管理 の生

に どの よ うに実現 されて い るかについての経過 な らび に現状 について調査 t

実施 した。

勿論 この重要 1/Cし て 且つ専 門的 な理解 を必要 とする ことの多 い調 査に とつ

て ,時間的 に も,そ の他 の面において もい ろい ろと制約 が あつて ,必ず しt

3)
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原子力施設環境問題漁業者調査団の調査メンバーと統一見解

充分な条件の もとに実施 し得た とは 言いぇないが,幸 いに して各国の,又関

係国際機関の好意 と可能な限 りの協力を得 ることができ,Elつ 又時 1聞 的制約

を克服するため,所によつてはほ とんど昼夜兼行の強行 日程 に も拘らず,調

査団員全 員一致の協力 に より,計画 どお り調査を完了することができた こと

は幸せであつた。詳細についてはいずれ夫々専門的立場から/J」 途報告書に も

とづいて報告することとするが,帰国に際 し,われわれがな し得た調査の範

囲内において ,団員の 1組 で検討々議 の結果,本問題について大綱 として見解

骨子をまとめれば人要下記の とお りである。

記

1.放射能 被害の歴史的経 験を有 して いるわが国 においては ,放射能 につい

ては各国 とは比較 にならぬほ ど,国 民の ||」 rC一般的恐怖感が存在 してお り,

さらに今 日まで産業公害 の悪影 響のため 苦 しんできた沿岸漁民 に とつて ,

これらの歴史的事実 とは切 りはなして,本事業を新 しい「 公害を伴わない

産業」 として受け容れることを期待 して も,し か く簡単には うけいれられ

ない歴史的背景ならびに精神的土壌が根強 く存在 している現実を否定する

ことはできない。

この ことは諸外国にみられないわが国の特殊性 であるが,漁民の もつて

いる全般的不信感を解消するためには,政 府 :地 方公共団体 0民 間を とわ

ず ,よ リー層の理解ある謙虚な努力が必要 であろう。 この ことは放射能管

理 についての安全性 の確保対策の可能性がことによつては他の水質問題以

上により明確に実証せられ,世界各国においてす でに実現 されているだけ

により重要な ことであろう。

2.欧州各国においては,原 子力発 iこ ならびに再処理事業の積極的な開発が
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続 けられてお り,而 もこれ らの国 々においては少 な くとも現在 に至 る まで,

学理的研究は勿論 ,不断の実 験的成果の把握 の基礎 に立つて ,現実 面にお

ける実施 のあらゆる分野・ 段階 において確 信を もつて事業 が推進 され ,着

着 として新 しいエ ネルギー産業 として の地歩 が固 まりつつあ り,従来 の概

念 である公 害を伴わない産業 として確立 されつつある。 それは充分 なる科

学的 調査研究 に うらづけられた準備の もとに計画 され,実 施 に当つては周

到なる管理 と確認 1/Cよ つて健全 に運 営 され 日下発展 の途上 にある。

調査 に よつて ,わ れわれはそれが計画 され ,建 設 され,運 営 される過程

にぉぃて ,漁業者 ,農業者及び一般住民 との 1間 に何 らの問題を惹起す るこ

とがないのみ ならず ,一衣帯水の近隣諸国 との間 において も何らの紛争 も

起 つて いない ことが確認 された。

この ことは国民が政府な らび に1月 係者 を心 から信頼 して 疑わ ない とl■■由

づけるだけでは充分 でな く,な しろなすべ きこ とは充分 に行 なつて い る政

府 ならび に関係者の惜 しみ ない不断 の努力を卒直に評価すべ きであろ う。

3.わが国 において本 問題 に対 処する今 後 の方途 としては,勿論 これ ら欧州

の各国 とは原子力 についての軍事的関与 は勿論の こと,法制・ 行政機構な

らびに経済 n勺 社会的環 境等 の面に おいて自ら相違 が あつて , これを必 ず し

も同一 に論ず ることは できないが,特 に政 府 1/Cお かれては ,た だこれ らの

諸国 とは比 1交 にならないほ どの水産業 の産業 として の地位の高 いわが国に

おいては ,「■要 な る食糧政策 としての漁業 rC対す る高 い評 価 と認識の もと

に,従来の努力に もま して ,llr」 係各分 野をあげての新 しい角度 からの より

積極的 な体制確立の努力が要請 されるべきであろ う。 従 つて 当然 に漁業 に

対 す る本問題の処理 については ,単 なる理論 的説得に とどまらず ,予 め水

産動植物 について の地域的条件を考慮 した可能 な限 りの充分 なる試験研究

Ｆ
‐
‐
‐
‐
‐
‐
‐

‐

-64-



原子力施設環境問題漁業者調査国の調査メンバーと統一見解

〔追記 ―一森 一久〕

各地の日本大使館には、案内、通訳で何かと手間をかけたが、ロンドンでは科学アタッ

シェ伊原義徳氏 (後に、つくば万博事務総長、科技庁次官)に世話になった。

とくにイギリスのローエス トフ ト放射線水産生物研究所では、丁度水産庁から留学中

の菊地徳爾氏が迎えてくれた。

同研究所へ向 う車中で池尻幹事が右手に大怪我をし、その入院など同氏の家族に助け

られた。

後に、この菊地徳爾氏は、当協会の常務理事を平成11年～14年にわたって、務めた。

体
｀
制 を整備 し,漁 民 と共 1/Cそ れを検証する体制 で漁民の不安感を解 消す る

ことに全力を傾注す る ことが先決 であつて ,単 なる経済性 を基 礎に した判

断のみが先行す る印象を払拭 す る ことが必要 であろ う。

そ して広 く国民保 健 に根 ざ した重要 な る問題 である とい う基本的立場に

立 つて,法制 な らびに行 政 の機構運用は勿論のこと,試験・ 研究 。モ ニター

制等 々の制度 の面において もよ リー 層の実 効を l・Jし うる体制 をつ くる こと

が急務 である。

この ことを前提 として漁業者 も亦 ,こ の問題 に対 しては政府その他 の努

力 に相応 して ,冷静 に且つあ くまでも科学的 に問題 を処理す る態度 を とる

べきであろ う。
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I 調査団の概要

(1)訪 間 先 な らびに調 査事項の要点

1・ 放射性廃棄物の放出総

量 と安全性

2.海洋資源に対する影響

3.安全問題で考慮されて

いる事項

1.|・l左お よび原子力発電

所温排水の利用

1・ 低 レベル廃液放出

師

2. モニメリング の状況

3・ 保健物理部の活動

1期

ウィンズケール

再 処 理 工 場

ィギ リス 昭和 42年

10月  2日 (月 )

10月 3日 (火 )
′ヽンターストン

原 子 力発電所

1.発電炉

2.温排水によるカレ

ィの飼育池等

10月 4日 (水 )

10月 5日 (木 )

10月 6日 (金 )

(1/FF)
部局の活動状況

研究施設の状況

1.原子力藤業 と水産業″
`

関する考え方

1.4ギ リスの汚染基準

(DI17 ι )についての考

え方

2.再処理施設と海洋誰査

の状況

ローェス トフ

ト放射線水産生

物研究所

ユーロケミツク

エ場,べ麟‐

国立原 子力研

究所

1・ 廃棄物処理の状況 1.廃棄物処分に関する考

え方

1・ 廃棄物処分に関する考

え方

2,安全に対する考え方

1・ 廃棄物処理の状況

2.原子力庁安全関係

部局の活動

10月  '日 (月 ) フオントネ・オ・

ローゼ原子力

研究所
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国   名 訪 問 日程 訪 間 先 視 察 事 項 討 議 事 項

フ ランス

(続き )

10月 10日 (火 ) ラアーグ再処理工場 1.与処理施設の稼動

状況

2.モ ニメリングの

実状

6。 とくに,海勒

に対する影響調麿

の研究

1.周 辺住民に対ける

密 雄

2.放出方法決淀つ考

え方と実状

3.モニメリングと保

健物曖部門の活動状

況

10月 11日 (水 ) ヨーロツパ原子力

機関 (〃 NEИ )

1.活動状況 1.廃棄物の 海洋処分

に関する評価と実状

|こ イ)い て

10月 12日 Cべ ) シノン原子力発簡

罵 サン・ ローラ

ン・テ・ ゾー原子

力発電所

1.原子力発電施設

2.安全部門の活動琳

況

1.冷却水の環境に対

する影響

2.安 eL/Fの 問題

オー ス ト

リア

lo月 16日 (月 ) 国際原子力機関

(ノ 4E4)

1。 国際原子力機関の

活動状況

1,安全に対する屋務

機関の考え方と将球

計画
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構  成 (ll■ 不同 )

(団長 )浜  日

池  尻

/1ヽ  中J]

入  沢

山  形

小  泉

寺 沼

山  下

是  枝

岸

正

文  二

I  ttb

善  孝

米  吉

彦左工門

繁

健  作

昇

塔 之 助

日本 水産資源 保護 嚇会会長

全国漁業協 l・l組合連合会 常務理事

茨 城県漁 業協 同組合連 合会会長

″      専務

大城県 信用 漁業協同組合連 合会 副会長

茨 城県久慈町 漁業協 ln」 組合長

茨城県 漁業静 1司 組合連合会埋事

三重県 漁業 膠,同 組合連合会 漁政 部長

鹿 児島県漁業 協同組合連 合会 総務 部長

島根 県漁 業協 lHl組 合連合会 専務理事

水産庁東海区水産 01究 所海 洋部長

放射線医学 総合 研究所環 境衛生 研究部

第 2研究室長

日木 原子 力産業会議 事務 局次長

科学技術庁 原子力局放射能課長 (現在 ,

全技術振 興課 長 )

谷 井

市 川 竜

森    一

根 岸  正

潔

　

資

久

　

男

(3)調 査 目的

原子 力平和利用の 開発 に ともなつて生 す る環境問題 ,と くに放射性廃棄

物 の処理 処分に関する安全 性 の問題は ,す でに国際原子 力機 関 (fИ EИ

等に おいて も,活 発 に論議 されている所 であ るが ,各国にお いては 自主的

に これ らの研究 開発 をすすめ ,そ れぞれの国情 に適 した処分方式 を採用実

施 して い る。

-68-



役員・職員名簿

4)役員 口職員名簿

昭和47年度

[理事口監事口顧間]

理事長  藤村 弘毅

藤田  巌

(社)日 本水産資源保護協会 会長

(社)大 日本水産会 会長

全国漁業協同組合連合会 会長

(常勤)

税 7_10～323

S47_6-47_10

副理事長

常務理事

理  事

監 事

顧  問

菊 田 隆一

黒田 竹弥

森  一久

伊藤 春次

石 田 芳穂

小幡 五郎

軍司直次郎

檜山 義夫

森沢 基吉

池尻 文二

鶴野 泰久

藤 田  巌

橋本清之助

(社)日 本原子力産業会議 常任理事

全国中央市場水産物卸売業者協会 顧問

日本原子力発電株式会社 常務取締役

茨城県漁業協同組合連合会 会長

茨城県 副知事

東京大学 名誉教授

水産政策研究会 会長

全国漁業協同組合連合会 専務理事

電気事業連合会 理事事務局長

(社)大 日本水産会 会長        S4710～ 51.5

(社)日 本原子力産業会議 顧問

茨城県漁業協同組合連合会 専務理事

電気事業連合会 専務理事

(社 )大 日本水産会 常務理事

東海村 村長

全国中央市場水産物卸売業者協会 専務理事

茨城県農林水産部 部長

[評議員]

入沢 善孝

岩波 千春

内田 輝久

川崎 義彦

神戸 達郎

坂 口  順
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高橋清二郎

手塚多喜雄

深津 吉郎

正親 見一

森  有義

矢部  博

安枝 俊雄

山本 賢三

吉岡 俊男

末田  守

(社 )大 日本水産会 流通委員会 常任委員

(社)日 本水産資源保護協会 常務理事

全国漁業協同組合連合会 常任監事

東京電力株式会社 常務取締役

農政評論家

静岡県温水利用研究センター 所長

瀬戸内海栽培漁業協会 常務理事

日本原子力研究所 所長

日本原子力発電株式会社 常務取締役

(社)日 本原子力産業会議 事務局次長
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平成 4年度

[理事・監事口顧問]

理事長

副理事長

常務理事

理 事

監 事

顧  問

池尻 文二

山内 静夫

千原  至1

森  一久

尾島 雄一

下山 俊次

竹之内一哲

飛田 謙蔵

永井 耕造

前田 正博

森沢 基吉

吉村 晴光

渡辺  智

岩田 和夫

内野 雅之

内村 良英

全国漁業協同組合連合会 会長

漁船保険中央会 副会長

(常勤)

(社 )日 本原子力産業会議 専務理事

海洋水産資源開発センター 理事長

日本原子力発電株式会社 常務取締役

動力炉。核燃料開発事業団 理事

茨城県漁業協同組合連合会 会長

(社)日 本水産資源保護協会 専務理事

茨城県副知事

水産政策研究会 会長

日本原子力研究所 理事

福井県副知事

電気事業連合会 理事事務局長

全国漁業協同組合連合会 常任監事

(社)大 日本水産会 会長

漁村文化協会 専務理事

東京電力株式会社 常務取締役

鹿島建設株式会社 代表取締役会長

茨城県農林水産部 部長

前 日本栽培漁業協会 常務理事

[評議員]

浅野 正次

阿比留 雄

石川 六郎

松丸 勝二

小川 洋二
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森川  貫

国分 郁男

篠崎 道雄

菅原  昭

須藤 富雄

高木  勇

白砂 孝夫

小野寺哲哉

岩崎 洋一

能勢 健嗣

森 宏太朗

(社)大 日本水産会 専務理事

(社)日 本原子力産業会議 理事 。事務局長

茨城県漁業協同組合連合会 専務理事

全国漁業協同組合連合会 専務理事

東海村 村長

電気事業連合会 専務理事

(財 )電力中央研究所我孫子研究所 冨1所長

日本原子力研究所東海研究所 冨1所長

日本原子力発電株式会社東海発電所 所長

(財 )海洋生物環境研究所 常務理事

(社 )全国中央市場水産物卸売業者協会 専務理事
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平成 19年度

[理事・監事 ]

理事長  植村

副理事長  山内

常務理事  森

吉崎

理 事  今村

正治

静夫

一久

清

弘二

片山正一郎

浅野 次男

安達 辰典

鹿島 文行

下村 政雄

渡辺 一夫

弓削 志良Б

監 事   寺本  嵩

落合 昭男

役員・職員名簿

青森県漁業協同組合連合会 代表理事会長

漁船保険中央会 会長

UCN会  代表幹事

(社 )本州鮭鱒増殖振興会 専務理事 (清算人代表)

(社)全国底曳網漁業連合会 代表理事会長

(独)日 本原子力研究開発機構 理事

漁業

福井県農林水産部 水産課長

日本原子力発電株式会社 常務取締役

(社)日 本水産資源保護協会 専務理事

茨城県農林水産部 次長兼漁政課長

(財 )海洋生物環境研究所 理事長

関西電力株式会社 常務取締役

株式会社中央漁業公社 代表取締役

全国漁業協同組合連合会 代表理事専務

鹿島建設株式会社 環境本部 副部長

日本原子力発電株式会社 東海第二発電所 理事所長

(社)全国中央市場水産卸協会 専務理事

(独)日 本原子力研究開発機構 東海研究開発センター

副センター長

東京電力株式会社 常務取締役

[評議員]

宮原 邦之

塚田 高明

青柳 雅夫

尾崎  健

荻野 伸明

糸己」弓

-73-―



資料編

角湯 正岡J

高濱 芳明

伊藤 範久

石原 英司

城戸 勝利

石塚 剰雄

村上 達也

栗田 敏夫

谷川 洋司

(財 )電力中央研究所 環境科学研究所 所長

茨城県農林水産部 技佐

電気事業連合会 専務理事

(社 )大 日本水産会 専務理事

(財 )海洋生物環境研究所 理事

(社)日 本原子力産業会議 常務理事 事務局長

東海村役場 村長

茨城沿海地区漁業協同組合連合会 専務理事

全国豊かな海づくり推進協会 専務理事
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[職員等]

東海事業所 所  長

〃

所長代理

業務部長

業務課長

補 助 員

横須賀幸正

床嶋 純孝

中野 良志

鈴木  浩

岩野 岡J志

田村マ リ子

安部 元也

小林  豊

五十嵐正直

松下  充

SttL嘔

S駐 4 -

Hll_8 ～

S62_9 ～

H8.4 ～

I114.10 -

闘nc

Hn6

東京事務所 参 事 H10.8 ～

H14.11～

H2■ 5

H"_5

農林放送事業団のラジオ短波放送の収録 と、

ミニコミ紙「潮風だよりJを発行 した。(38頁 )
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5)国庫委託費の推移 (単位 :円 )

日召不日47年度

48
49
50
51

52
53

54
55
56
57
58
59
60

61

62
63

平成 1年度

2

3
4
5
6
7

8
9
10

11

12

13

14

15

16

17

18

科学技術庁    水 産 庁   資源エネルギー庁

11,500,000

18)129,000

48,355,000
25,717,000
28,517,000
27,517,000
18,567,000

17,296,000

15,096,000

16,469,000

13,789,000

13,063,000

18,033,000

31,103,000
42,826,000
42,675,000
491951,000

5,829,000

11,415,000

10,400,000

2,700,000

9,000,000

22,852j000

10,802,000

10,258,000

10,242,000

12,859,000

14,000,000

14,370,000

17,616,000

51,169,000
52,924,000

82,056,000
79,839,000

89,921,000
97,667,000
94,411,000
92,765,000
73,417,000
73,838,000
74,675,000
75,445,000
76,838,000
76,599,000

65,365,000
77,124,000
77,424,000
77,549,000

22,593,000
21,801,000
21,860,000

20,277,000
19,317,000

20,131,OOO
20,715,000
19,431,000

24,077,000
19,424,000

14,912,000

10,428,000

9,445,000

3,960,000

6,904,000

4,504,000

3,603,000

5,882,000

30,000,000
23,170,000

29,400,000

28,0001000
26,680,000
28,000,000

27,200,000
25,840,000
24,000,000

19,660,000

8,610,000

17,640,000

17]902,000

18,217,000

13,839,000

5,231,000
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養魚池の水温 (平成 16年度毎日の実績値)

■
〓
げ
一

6)養魚池の水温 (例示 :平成16年度の場合)

飼育水の水温 (最高) (℃ )

最高値 264
備考 :取水状況

平成 16年 4月 30日

5月 1日
7月 7日
9月 9日
10月 20日

12月 1日

平成 17年 1月 30日

混合
温水
混合
自然海水
混合
温水
自然海水

ヽ
１，
　
、
，ン
　
、
´
　
、
プ
　
、
ノ
　
ヽ
υ
　
ヽ
υ
　
∩
υ
　
（
）
　
（
）
　
∩
）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月  1月  2月  3月
1 9.0 19.6 20.4 23.6 21.8 22.4 20.8 20.5 24 1  20 S 93 169

2 9.3 19.9 20 8 25.2 20.3 23.2 20.8 20.8 24.6  20 S  l_1 4  16 5
う
０ 9.4 19.4 21.6 25.8 21.7 23.6 20.8 20.9 24.4  20 S 91 165

4 9.6 19.6 21.6 26.3 21.6 23.2 20.3 21.2 24.3  20 S  l' 1  16 4

5 9.5 19.2 22 4 26.4 21.6 23.6 19.6 21.2 24.6 1 21 2  19 1  16 2
貪
υ 9.4 19.6 20.7 25.6 21.7 23.0 19.6 21.1 23.8 1 20 5 ら ｀

  11ミ  0

7 9.3 20.2 21.6 24.8 21.2 22.0 19.6 21.3 23.7 20 5

8 9.6 21.5 21.2 24.8 20.4 21.8 19.6 21.2 24.4 20 5  1:. 4  16 3
ｎ
υ 9.6 21.6 21.2 22.0 20.4 214 19.6 21.1 24.0 20 4

=二
 l[4

0 9.6 21.2 21.2 22.8 20.4 20.0 19.2 21.3 23.2 20 1  1' 1  11 4

10.2 20.4 21.6 22.0 21.0 20 6 19.0 21.6 23.2 19.7  1S :  1= |

2 10.4 20.6 22.3 21.2 21.6 20.6 19.0 21.6 23.0 20.0  1= S  l=[

3 10.2 20.6 22.2 22.0 22.4 21.2 19.2 21.6 22.9 20 0  19

4 10.0 19.6 22.8 22.8 23.2 215 19.0 21.5 22.9 20.0  15 1  1ビ  ゝ

5 10.4 20.8 23.6 22.8 24.6 21.2 18.8 20.8 23.1 20 1  1' E  l: 5
＾
υ 10.4 21.0 23.6 22.8 22.8 21.2 18.8 20.8 22.9 188

10.4 20.8 23.2 22.8 22.6 21.0 18. 7 22.8 22.7 19 1  15 4  1: S

8 10.4 21.3 23.6 23.2 22.4 21.2 18.6 22.8 23.0 19.5  1, 1  17 ]
ｎ
υ 10.4 20.9 23.5 22.2 22.6 20.8 18.4 22.4 23.0 19 6

20 10. 1 21.6 22 8 22.0 23.2 20.4 21.6 22.4 22.5 19 6 17 = l: :
０
乙 9.9 21.8 22.5 21.6 22.0 20.0 21.6 22.6 22.7 19.6 17 i  l「  1

22 10.1 21.4 20.4 22.0 22.8 20.4 21.6 22.4 22.7 20 0  17 1  1[ 4

23 10.8 21.2 20.4 22.8 23.2 21.2 21.8 22.9 22.3 20 0  1= :

24 11.2 21.0 20.4 22.5 23.2 21.2 21.6 23.0 22.4 19. 8  1〔

25 11.0 22.2 21.6 22.0 22.9 21.0 21.5 22.8 22.1 20 0  1.: 4  1: ]
＾
υ

Ｏ
乙 11.2 22.0 23.2 21.6 22.8 20.9 21.4 23.0 22.1 20 0
０
４ 11.2 21.4 23.2 22.0 22.8 20.8 21.2 22.8 21.9 19 6 1: 4  1[

28 11.5 21.5 22.9 22.8 23.2 20.4 20.9 23.5 21.9 20 0  1[ 「   lt

29 10,7 22.0 22.9 23.7 22.9 20.6 21.0 22.6 21.3 19 i       l「

30 14.4 21.2 23.5 24.4 22.4 20.5 21.1 22.8 20.8 1 19 S
つ
０ 20.9 22.4 22.4 20.9 21.1 1 20 C
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飼育水の水温 (最低 )
(℃ )

最高値 24.8 最低値 8.8

ｒ
Ｌ
一　
　
コ
　
　
ロ
Ｆ

　

バ
翅

　

“́
ヽ

と

カ

く

デ

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

1 8.8 14.0 19.2 21.6 19.7 21.6 20.4 20.4 21.4 20.0 19.1 16.0

０
乙 9.2 19.2 19.7 20.0 18.4 22.0 20 4 20.4 24.0 20.3 19.0 15.6

う
０ 9.2 19.0 20.4 24.4 17.6 23.0 20.4 20,7 23.9 20.2 19.0 15.6

4 9.3 18.4 20.0 24.8 20.0 22.8 198 20.8 24.1 20.7 18.8 15.4

Ｅ
υ 9.2 18.8 19.2 24.4 20.4 22.5 19.5 20.8 24.0 20 2 18.8 14.8

会
υ 9.2 19.2 19.2 24.4 20.8 22.0 19.3 20.8 23.6 20 0 186 14.8

7 8.8 18.8 19.0 20.4 19.7 21.3 19.6 20.8 23.4 20.1 19.0 14.8

０
０ 9.2 19.3 19.2 20.4 19.6 20.0 19.4 20.8 23 5 20 0 18.8 14.8

ｎ
Ｖ 9.3 20.4 20.8 21.8 19.3 19.4 19.2 20.6 23.4 20 0 18.4 15.4

10 9.2 19.0 20.1 21.5 19.6 19.8 19,0 20.8 23.1 20.0 18.4 15.6

1 9.2 18.8 20.4 20.4 20.4 20.2 19,0 21.0 22 7 196 18.4 15.0

2 10.0 19.2 21.6 20.8 20.4 20.1 18.8 21.0 22.7 19.4 18.3 15.0

つ
０ 10.0 18.2 21.6 21.2 21.6 20.4 18.8 21.0 22.3 19.8 18.2 15.2

4 9.6 18.4 21.6 20.3 21.6 20.4 18.8 20.8 22 6 19.6 18.3 15.6

員
υ 9.6 19.2 21.6 22.0 21.7 20.6 18.6 20.4 22.7 19.6 18.3 15.2

6 10.1 19.8 22.4 22.0 21.4 21.0 18.6 20.4 22.7 18.5 18.0 15.2

７
′ 9.4 19.6 22.4 22.4 22.0 20.8 18.4 20.5 22.6 18.4 17.5 16.0

8 100 19.6 22.0 22.0 20.1 20.6 18.4 22.6 22.4 18.8 18.2 15.5

Ｏ
υ 10.0 18.8 21.6 21.2 22.0 19.9 18.3 22.1 22.6 19.2 17.2 15.1

20 9.2 20.8 19.4 21.2 19.8 19.9 18.4 22.1 22.4 18.8 16.4 15.4

21 92 21.0 19.6 20.4 20.8 19.6 21.2 22.2 22.3 18.8 16.9 15.4

22 92 21.0 18.8 20.4 22.4 19.6 21.4 22.1 22.2 19.6 16.4 15.6

つ
０

０
４ 9.4 20.8 19.2 21.6 22.6 20 4 21.4 22 0 21.9 19.6 16.3 16.0

24 10.4 20.4 19.6 21.6 22.6 20.8 212 22.4 21.8 19.4 16.7 15.8

Ｅ
υ

０
４ 10.4 20.6 19.7 21.1 22 8 20.6 211 22.4 21.7 19.2 16.0 15.6

浚
υ

０
４ 10.5 20.4 22.4 20.4 22.4 20 5 21.2 22.4 216 194 15.6 16.2

つ
４ 108 20.0 22.4 20 4 22.6 20 4 20.9 22.4 21.4 19.1 15.5 15.8

28 104 20.0 22.2 21.6 22.8 20.4 20.7 22.4 21.2 19.2 154 16.0

ｎ
υ

０
４ 105 20 0 22.1 23.4 20.4 20.4 20.5 22.1 20.9 19. 2 16.0

30 104 20.0 21.5 21.2 22.0 20.4 20.4 21.6 20.3 19.2 16.0

18.0 20.9 21.3 20.3 20.3 19.3 16.0
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(℃ )

3月

16.0

15.6

15.6

〕 15.4

B 14.8

5 14.8

D 14.8

B 14.8

4 15.4

4 15.6

4 15.0

3 15.0

2 15.2

3 15.6

3 15.2

0 15.2

5 16.0

2 15.5

2 15.1

4 15.4

9 15.4

4 15.6

3 16.0

7 15.8

0 15.6

6 16.2

5 15.8

4 16.0

16.0

16.0

16.0

抵 値 8.8

7)解散の手続 き

平成 19年 5月 23日

平成19年 5月 31日

平成 19年 11月 2日

平成 19年 H月 20日

平成 19年 12月 7日

平成 19年 12月 28日

平成20年 1月 8日

平成20年 1月 9日

平成20年 2月 29日

平成20年 3月 13日

平成20年 3月 17日

平成20年 4月 16日

解散の手続き

評議員会及び理事会開催 (解散について審議 )

平成 18年度文部科学省委託事業終了

臨時評議員会及び理事会開催

本会解散の決議及び清算人の選出

(理事全員が清算人となり、清算人代表に吉崎清氏を選任 )

農林水産省へ解散認可申請

農林水産省より解散認可

第 1回官報告示

第 2回官報告示

第 3回官報告示

(告示に対する異議申し立てなし)

監事による会計監査

清算人会及び評議員会開催

(清算関連事項の承認 と残余財産の処分について議了)

農林水産大臣の許可を得て、残余財産 (現金2,085万 円余、

ならびに固定資産―養魚施設その他一)を (財)海洋生物環

境研究所に寄付

担当 :五十嵐正直、松下 充、鈴木 浩

(協力 UCN会 ・津田敦子 )

(解 散 事 務 )

[参考]解散理由書 (農水省へ提出、許可されたもの)

当会は、昭和47年 (1972年 )各種原子力施設が集中的に設置、稼動している茨城県東海村の治

岸海域において、

① 海洋放射能の安全′性を確認すること、

② 原子力施設からの温排水の利用による養殖業についての企業化について実証試験 (以下

「企業化実証試験」という。)を行 うこと、

という2つの事業を目的として、全国漁業協同組合連合会及び社団法人日本原子力産業会議

からの出損により、農林省認可の財団法人として設立された。

その後、文部科学省、農林水産省及び電力業界からの委託事業及び企業化実証試験による販

売収入により設備の整備・運営を続け、その結果、上記 目的のうち①については、原子力施
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設の稼動にもかかわらず沿岸海域の安全性は確保されること、また核燃料サイクルを含む原子

力発電事業と沿岸漁業との相互理解と共存共生を確立できたことなど、顕著な成果を上げた。

一方、②についても、東京中央卸売市場に対し定期的な出荷実績を上げ、ウナギ、ヒラメ、

クルマエビなどの飼育方法や品質向上でも成果を収め、原子力施設からの温排水の利活用に

よる養殖業についての企業化について、その可能性を立証した。

以上のように、当協会の目的は十分に果たされ、当協会の役割もほぼ達成し得たことに鑑み、

本協会を解散することとする。

[残余財産処分許可書]

V週
]リリツ

農林水産省指令 19水推第 963号

東京都港 区新橋 5丁 目 18番 1号

財 団 法 人 温水養魚 開発協会

代表清算人 吉   崎   清

平成 20年 3月 31日 付 けで申請 のあった財 団法人温水養魚 開発協会 の残余財産 の処

分については、申請 の とお り許可す る。

平成 20年 4月 16日

農林水産大臣 若 林 正

処分財産内容

流動資産 について、平成 19年 12月 7日 の解散時点においては、資金残高

は 16, 234, 932円 (内 訳 :現金預金 43, 706, 326円 、未払い

金 27, 471, 394円 )であった。

清 算 事 業 年 度 中 の 収 入 は 、 基 本 財 産 の 定 期 預 金 解 約 に 伴 う

10, 000, 000円 で あ り、支 出は、人件費、管理費及 びそ の他 の合計

5, 443, 432円 で あつた。結果、資金残高は 20, 857, 441円 で

ある。

固定資産 については、別添 の財産 目録 の とお り、 94, 589, 665円 で

ある。

財団法人海洋生物環境研究所 に寄付す る金額は、 115, 447, 106円
(上 記流動資産及び固定資産 の合計)であ り、流動負債 については平成 20年
5月 を目途 に処理 を終了す る予定で ある。

なお、最終事業年度 (平成 19年 4月 1日 ～ 12月 7日 )及び清算年度 (平

成 19年 12月 8日 ～平成 20年 3月 11日 )の 計算書類 は別添の とお りであ

る。

処分方法

流動資産 20, 857, 441円 及び固定資産94, 589, 665円 の

合計金額である115, 447, 106円 は、財団法人海洋生物環境研究所に

寄付する。
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原子

L
メ、

1用 に

み 、

あとがき

あ とが き

当協会の倉J立から今回の解散まで、お手伝いをしてきたというご縁で、

私はこの 「小史」の取 りまとめを担当致 しました。なるべく客観的に

と心がけたつもりですが、出来上がってみると、やはり筆者の「未練」

や 「拘 り」も若干散見されるかもしれません。 しかし、当会の執行者・

従業員それに外部の協力者の、多くの未経験の出来事を乗 り越えての

努力や協力などを含め、この四十年近 くの史実を、最低限お伝えする

ことが出来たとすれば、幸いであります。

沿岸漁業、原子力産業、それに水産庁・科学技術庁等の官庁が、長期

間にわたり文字通 り「等距離」の関係で、このような協業を継続でき

たのは、あまり例のないことでありましょう。これは、あの特殊な切

羽詰まった状況で生まれた当協会限 りのことか、或いは歴史の新 しい

潮流の一酌だったのかは、まだ判 りません。 しかしその一部は、当協

会の残余財産を引継いでもらった (財)海洋生物環境研究所の今後の活

躍に期待されるものであります。

最後に挿話を一つ、披露させて頂きたい。やっと協会が発足 して、池

尻氏とヤレヤレと顔を見合わせた時のこと。同氏はポツリと一言、同

意を求めるように 「これで漁業者運動 とい うものが、科学性を持つき

つかけになれば嬉 しい。鉄腕ア トムに期待、ですよ」と・・。

この予言めいた感想、先見の明といってよいでしょぅ。

本書をお読みになって、何かご意見 。ご感想があれば、是非 ともお寄

せ下さるよう、お願い致 します。

平成20年 5リヨ20日

森 一 久
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